
   

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確

保の推進に関する検討会 報告書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和３年３月 

 

消防庁 



   

 
  

 



   

 
  

ははじじめめにに  

東日本大震災から 10 年が経ちましたが、その発災後には多くの消防防災ヘリコプタ

ーが出動し、その機動性と高速性を活かして、被災地において救助活動、消火活動、救

急搬送、情報収集、物資輸送が行われました。また、近年の令和２年７月豪雨災害や本

年２月の栃木県足利市の林野火災の対応でも、多くの消防防災ヘリコプターが非常に

過酷で困難を極める任務を遂行し、成果を上げています。 
 
今後もより一層の活躍が期待される消防防災ヘリコプターですが、ヘリコプター業

界全体の業務減少に伴い、若い操縦士の飛行経験の確保が困難となっており、高度な技

術を必要とする消防防災ヘリコプター操縦士の確保が課題となっています。整備士に

ついても同様の課題があります。 
こうした課題に対応し、さらに、より効率的に消防防災ヘリコプターを運用する方策

として、複数の運航団体による共同運航について、運航団体から意見をいただき、課題

の抽出を行いました。 
 
本検討会では、消防防災ヘリコプターの操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進

について、航空関係等の学識経験者、運航受託者・訓練事業者・養成学校関係者並びに

消防機関及び都道府県の消防防災航空隊から委員として、また、ヘリコプターに関係す

る各省庁の職員や全国航空消防防災協議会をオブザーバーとして招き、３回にわたる

熱心なご審議を経て、報告書を取りまとめました。 
 
各運航団体におかれましては、本報告書を参考に、操縦士の養成・確保と整備士の確

保及び共同運航について検討していただき、航空消防防災体制の更なる充実・強化につ

なげていただくよう願っています。 
 
 

令和３年３月 
座長 平本 隆 

 

 

 

 



   

 
  

目目       次次   

はじめに 

 

第１章 検討会設置の背景 

  検討会設置の背景・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

第２章 消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成に係る課題 

１ 総論・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

２ 操縦士の確保に関する課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

３ 操縦士の養成に関する課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

４ 操縦士の審査に関する課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 

 

第３章 消防防災ヘリコプター整備士の確保の推進に係る課題 

１ 総論・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15 

２ 整備士の確保に関する課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・17 

３ 整備士の養成に関する課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19 

４ 整備士のその他の課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・22 

 

第４章 消防防災ヘリコプター操縦士及び整備士のアンケート 

１ アンケート概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・24 

２ 消防防災航空隊の運航体制に関するアンケート結果・・・・・・・・・・・・・・・・26 

３ 消防防災ヘリコプター操縦士に関するアンケート結果・・・・・・・・・・・・・・・28 

４ 消防防災ヘリコプター整備士に関するアンケート結果・・・・・・・・・・・・・・・30 

 

第５章 共同運航の効果と課題 

１ 総論・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33 

２ ヒアリング結果を踏まえて抽出された効果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・34 

３ ヒアリング結果を踏まえて抽出された課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・38 

おわりに 



   

 
  

参考資料１ 消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関する検

討会  

１ 消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関する検討会委員名簿 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・45 

２ 消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関する検討会開催要綱 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・47 

３ 消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関する検討会資料等 

 ① 第１回検討会 議事概要及び資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・48 
  ・整備士の配置状況等、基礎アンケート 
  ・操縦士養成計画事例紹介（浜松市消防航空隊） 
 ② 第２回検討会 議事概要及び資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・70 
  ・操縦士確保・養成の取組み事例紹介（朝日航洋株式会社・岐阜県防災航空隊） 
  ・操縦士の確保・養成に関する課題等ヒアリング概要 
  ・整備士の確保に関する課題等ヒアリング概要 
 ③ 第３回検討会 議事概要及び資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・93 
  ・検討会報告書（素案抜粋） 
  ・操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に係る課題への取組事例紹介 

（東京消防庁航空隊・熊本防災消防航空隊） 
 

参考資料２ 消防防災ヘリコプター共同運航体制に関する意見交換会  

１ 消防防災ヘリコプター共同運航体制に関する意見交換会委員名簿 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・117 

２ 消防防災ヘリコプター共同運航体制に関する意見交換会開催要綱 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・118 

３ 消防防災ヘリコプター共同運航体制に関する意見交換会開催概要  

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・119 

４ 消防防災ヘリコプター共同運航体制に関する意見交換会資料 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・120 

 

参考資料３ ヒアリング団体一覧  

 ヒアリング団体一覧       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・144 

 

 



   

 
  

参考資料４ 消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件及び訓練プログラム 

１ 「ドクターヘリ、消防・防災ヘリコプター操縦士の乗務要件及び訓練プログラムに関する検討

委員会」の検討結果について 

（平成 30年１月９日消防広第６号広域応援室長通知）・・・・・・・・・・・・・・・・・146 

２ 消防・防災ヘリ操縦士の乗務要件、訓練プログラム等について（平成 29年６月 26日国土交通

省航空局安全部運航安全課長事務連絡） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・147 

３ ドクターヘリ、消防・防災ヘリコプター操縦士の乗務要件及び訓練プログラム・・・・・・148 

 

参考資料５ 消防防災ヘリコプターの運航に関する基準 

１ 消防防災ヘリコプターの運航に関する基準の制定について 

（令和元年 10月１日消防広第 138号消防庁長官通知） ・・・・・・・・・・・・・・・・157 

２ 消防防災ヘリコプターの運航に関する基準（令和元年消防庁告示第４号）・・・・・・・159 

 

参考資料６ 消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラム 

 消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラムについて（令和２年６月 15 日

消防広第 142号広域応援室長通知）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・167 

 

参考資料７ 航空機乗組員飛行日誌  

１ 航空機乗組員飛行日誌記入要領・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・182 

２ 航空機乗組員飛行日誌・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・187



   

 
 

第第１１章章  検検討討会会設設置置のの背背景景  

 

消防防災ヘリコプターは、全国の 56団体において 75機が運航されており、その高

速性や機動性を活用し、地上からは接近困難な場所においても救助・救急活動を可能

とさせ、山林火災における空中消火活動などでも大きな成果を上げており、国民の安

心と安全を守るために重要な役割を果たしている。 

消防庁では、令和元年９月に「消防防災ヘリコプターの運航に関する基準」を消防

庁長官の勧告として告示し、二人操縦士体制、操縦士の養成訓練及び操縦士の操縦技

能の確認等、運航団体が取り組むべき項目を示している。さらに、令和２年３月には、

二人操縦士体制の確立と高度な技術を必要とする消防防災ヘリコプターの操縦士の

養成のために「消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラム」を定

めたところであるが、各運航団体においては、引続き、令和４年４月１日に施行期日

を迎える二人操縦士体制に向けて操縦士の養成が急務となっている。 

また、消防防災ヘリコプター整備士の確保については、即戦力となる整備士を求め

る運航団体が多く、その理由として、整備士確保後の養成に非常に時間を要するとの

声があがっている。改めて、整備士確保の現状を把握し、課題を整理する必要がある。 

このような課題に対応し、消防防災ヘリコプターを効率的・効果的に運用する取組

みとして、共同運航についても有識者の意見をいただくため、「消防防災ヘリコプタ

ー操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関する検討会」を設置し、課題の整

理と課題解決の一助となるような取組み事例を取りまとめることとした。 
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第第２２章章  消消防防防防災災ヘヘリリココププタターー操操縦縦士士のの確確保保・・養養成成にに係係るる課課題題  

  
１１  総総論論  

 
消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関して、令和

２年 10月～令和３年１月にかけて、全国の消防防災ヘリコプター運航団体（14団体）

及び自治体（２団体）及びヘリコプター操縦士訓練・養成学校（２団体）（参考資料

３）にヒアリングを行い、第５章で実施したアンケート結果と併せて、検討会におい

て消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成に係る課題として下記の９つの課題を

まとめた。 
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確保段階の課題  
【自主運航団体及び委託運航団体の共通の課題】 
確保① 相当の経験を有する有資格者を中途採用する場合の選考担当者側の技量判

断基準や手法のあり方 
確保② 採用後の本人の意向に応じた広域的な異動機会の確保のあり方 

【委託運航団体個別の課題】 
確保① 発注自治体における操縦士に求める技量に関する現実的な仕様書のあり方 
 

養成段階の課題  
【自主運航団体及び委託運航団体の共通課題】 
養成① 複数の候補者から適正を見極め一人の機長を養成するための訓練方法のあ

り方 
養成② 地域特性や運航機種に応じて類型化された訓練方法のあり方 
養成③ 限定機長の操縦時に同乗を義務付けられる専任機長の負担軽減のあり方 
養成④ 二人操縦士体制確立のため飛行時間の確保のあり方 

【委託運航団体の個別課題】 
養成① 委託運航団体への養成経費の財政支援のあり方 

 
審査段階の課題 
【自主運航団体及び委託運航団体の共通課題】 
審査① 安全性確保のため、審査過程における第三者関与のあり方 
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２２  操操縦縦士士のの確確保保にに関関すするる課課題題  

  

((１１))  相相当当のの経経験験をを有有すするる有有資資格格者者をを中中途途採採用用すするる場場合合のの選選考考担担当当者者側側のの技技量量判判断断

基基準準やや手手法法ののあありり方方  

 
【現状】 

採用時点の所持資格の違いや前職時の経験により操縦士個人の技量にばらつきが

ある。また、消防防災ヘリコプターの実ミッションにおいて求められる技量と乖離が

あることが課題である。消防防災ヘリコプター運航団体においては中途採用を行う

のが現実であるが、操縦士の経歴が多様であり経験してきたミッションによっても

技量は異なるため、操縦士としての飛行時間や取得資格などの書類の情報だけでは

技量判断が難しい。 
 

【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 操縦士としての飛行時間や技量は採用時に判断をするしかな

い。採用の際にどのような点に焦点を当てるべきかが抽象的で

あり、要要件件をを具具体体的的にに作作成成すするるここととがが課課題題である。（自主運航

団体） 
⚫ 操操縦縦士士ととししててのの飛飛行行時時間間がが同同じじででもも自自家家用用操操縦縦士士ととししててののみみのの

飛飛行行経経験験ががああるる人人とと他他のの組組織織でで事事業業用用操操縦縦士士ととししててのの経経験験がが

ああるる人人でではは、、技技能能レレベベルルがが異異ななるる。。（自主運航団体） 
⚫ 採採用用時時にに経経歴歴だだけけをを見見ててもも技技量量ががわわかかららずず、リスクだと感じる。

自主運航団体は採用のリスクが非常に高い。（自主運航団体） 

主な取組例 ⚫ 消防隊員としての使命感と地域愛の視点から他の組織への流出

を防ぐためにも消防局内から操縦士志望者を募集している。

（自主運航団体） 
⚫ 基本的に他社あるいは自衛隊から操縦経験者を採用し、防災航

空隊機長として適する人材に訓練を実施している。（委託運航

団体） 
⚫ 地域ごとのミッションを前提として、委託会社から見込みのあ

る人員を選抜して対応している。（委託運航団体） 
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((２２))  採採用用後後のの本本人人のの意意向向にに応応じじたた広広域域的的なな異異動動機機会会のの確確保保ののあありり方方 
 

【現状】 
多くの消防防災航空隊は少人数で運用されており、操縦士や整備士の相互の人事

交流はほぼ存在しない。転勤が発生しないことは職員自身のライフプラン設計にお

いてメリットといえるが、一方で閉じた組織の中で人間関係が悪化した場合、離職に

繋がり得る場合がある。 
 

【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 人事交流は非常に大事である。専専門門的的なな技技量量をを持持っったた集集団団でではは、、

どどううししててもも内内部部でで議議論論がが閉閉じじててししままうう特性がある。組織文化を

各航空隊として認識し、公開していく流れが必要と考える。（自

主運航団体） 
⚫ 地元に帰りたいという気持ちがあり転職する場合や、閉閉じじたた環環

境境のの中中でで組組織織内内にに苦苦手手なな方方ががおおりり転転職職すするる場合がある。（ヘリ

コプター操縦士訓練・養成学校） 
⚫ 操縦士・整備士の養成確保の一環として、離職率を低くするこ

とが必要である。そのためには給料の満足度もあるが、隊内で

の人間関係やその人自身の家庭の事情もある。操縦士であるこ

と以前に、消防隊員であるというアイデンティティーをもって

仕事に従事してもらえるような育成をしていくことが離職率

を低くするためには必要だと考える。（自主運航団体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

5



   

 
 

((３３))  発発注注自自治治体体ににおおけけるる操操縦縦士士にに求求めめるる技技量量にに関関すするる現現実実的的なな仕仕様様書書ののあありり方方  

  

【現状】 

消防防災ヘリコプターの操縦士、機長に求められる総飛行時間等の乗務要件につ

いて、国土交通省は平成 29年６月、「1,000 時間の機長時間（うち、500時間はヘリ

機長時間）」などとする検討結果をとりまとめており、消防庁は各運航団体に周知し

ている。 
一方、各運航団体が運航業務を外部委託する場合、仕様書において求める操縦士の

飛行時間や技量を上げることで、受託しようとする運航会社が対応しきれなくなる

場合がある。また、自治体職員が仕様書作成を行う際、ヘリコプターの専門性の高さ

故に要件の適切さや、予算確保の妥当性について判断できない場合がある。 
 
【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 運航委託をする際の操縦士は民間の方なので、どの細かさまで

業務を行うことを求めてよいのか（救急搬送等）、契契約約上上のの仕仕

様様をを詰詰めめるるととこころろがが悩悩ままししいい。。（委託運航団体） 
⚫ 消防庁が根拠を示したうえで確保すべき人員の数字の基準値を

設定してもらえると人員の募集も教育もしやすい。（混合運航

団体） 

主な取組例 ⚫ 機長の要件として、総飛行時間 2,000 時間、当該型式飛行時間

150 時間あるいは他の双発エンジンの機体の飛行時間が 200 時

間であること。更にうち一名は過去５年間で１年以上の当該型

式の運航経験があることを条件としている。（委託運航団体） 

⚫ 引退年齢を 60歳から引き上げる。身体検査を適用し、安全基準

を付加して、年齢の延長を行う。また今後導入される二人操縦

体制において高齢者のみの２名では飛行させないようにして

高齢化対策を行っている。（委託運航団体） 
⚫ 総時間 1,000時間（当該型式時間 200時間）が仕様書にある。

現状は操縦士が２名派遣されている。二人操縦体制のための操

縦士は当該型式での経験がなくてもよいこととし、採用の要件

はあまり気にしていない。（委託運航団体） 
⚫ 委託運航の操縦士の採用条件として活動地域を鑑み、高高度

（2,000ｍ以上）での救助活動ができるかを条件にしている。
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（委託運航団体） 

⚫ 機長は「総飛行時間が 2,000 時間、当該型式 150 時間以上」と

いう内容で委託をしており、実ミッションをこなす技量がある

かも考慮している。（委託運航団体） 
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３３  操操縦縦士士のの養養成成にに関関すするる課課題題  

 
((１１))   複複数数のの候候補補者者かからら適適正正をを見見極極めめ一一人人のの機機長長をを養養成成すするるたためめのの訓訓練練方方法法ののああ

りり方方  

 
【現状】 

操縦士を養成する場合、最初から訓練生を一人に絞り訓練を行うことが一般的だ

が、訓練を重ねる中で操縦士としての適性がないと判断される場合がある。その場合、

再度新たに操縦士訓練生を採用し訓練をはじめる必要があるが、フェールした操縦

士の訓練期間の分、操縦士の確保が遅れ、部内の操縦士の退職のタイミングと被った

場合には運航停止のリスクがある。 
 

【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 候補生を１人に絞るのはリスクが高い。実実際際にに各各航航空空隊隊ににラライイ

セセンンススをを取取得得ししたたててのの操操縦縦士士のの中中にに、、適適正正ががなないいとと判判断断さされれるる

場場合合ががああるる。。（自主運航団体） 
⚫ パパイイロロッットト素素養養ののああるる職職員員一一名名ををどどののよよううにに選選定定すするるののかかがが難難

ししいいと感じる。（混合運航団体） 
⚫ 養成が難しいのは操縦士の適性や伸び率につきる。養養成成数数ががそそ

ももそそもも少少なないいのではないか。免許を取ったとしても、一定数は

消防ヘリの運航が合わない人が１割程度いるため、バッファを

設けて養成数を確保した方が良い。（自主運航団体） 
⚫ 操操縦縦士士のの技技量量とと飛飛行行時時間間のの関関係係はは線線形形ででははななくく、、フフェェーールル率率もも

高高いい。。（委託運航団体） 
⚫ １１機機ししかか保保有有ししなないい航航空空隊隊でではは自自隊隊内内でで養養成成すするるここととはは現現状状厳厳

ししいい。。（自主運航団体） 

主な取組例 ⚫ パイロット及び整備士を６名採用している。操縦士を組織内に

て公募し、70～80名の応募の中から推薦している。組織の中か

ら選ぶのは組織に対する帰属意識があるため公募するよりも

定着するメリットがある。（自主運航団体） 
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((２２))   地地域域特特性性やや運運航航機機種種にに応応じじてて類類型型化化さされれたた訓訓練練方方法法ののあありり方方  

 
【現状】 

各航空隊において、各々の方法で操縦士養成が行われており、地域特性・運航機種・

ミッションに応じて訓練の方針が異なっている。また、技量に関しては個人差があり

数値的に測れない部分があり、育成が属人的となっている。 
 

【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 地地域域特特性性やや運運航航機機種種にに応応じじてて訓訓練練のの方方針針がが異異ななっってていいるるのが実

情。また育育成成がが属属人人的的である。委託運航も含めて訓練の方法を

ある程度統一化する方が効率的な養成体制になるのではない

か。（混合運航団体） 
⚫ 訓練飛行時間をミッション別に変えている。技量に関しては個

人差があり数値的に測れない部分がある。訓練飛行時間＋ミッ

ションカリキュラムで規定し、個人差をなくす方法が考えられ

る。（ヘリコプター操縦士訓練・養成学校） 
⚫ ヘヘリリココププタターーのの型型式式にによよりり、、訓訓練練環環境境がが異異ななるる。操縦士の技量

を高めるには機体を用いた訓練が重要であり、使用する型式の

実機による訓練が必要。（委託運航団体） 
⚫ 平平地地ででのの救救助助活活動動とと山山岳岳地地帯帯ででのの救救助助活活動動でではは難難易易度度がが異異なな

りり、、一一概概にに救救助助活活動動とといいううカカテテゴゴリリ分分けけををすするるここととがが難難ししいい。

（自主運航団体） 
⚫ 急急峻峻なな山山岳岳地地域域をを有有ししてておおりり、、隊隊員員のの練練度度もも、、機機長長のの操操縦縦もも高高

難難度度ででああるる。。地地形形とと気気象象ににつついいててのの理理解解がが必必要要になり、地域の

実情に合わせた訓練が必要になる。（委託運航団体） 

主な取組例 ⚫ 活動内容に追加で気象環境などを含めた飛行の難易度を加味し

て、A機長、B機長、副操縦士 と少し異なるカテゴリ分けをし

ている。（自主運航団体） 
⚫ 火災の情報収集、管轄内の救急出動の２種類に関しては副操縦

士が機長として操縦してよいと定めている。（自主運航団体） 
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((３３))   限限定定機機長長のの操操縦縦時時にに同同乗乗をを義義務務付付けけらられれるる専専任任機機長長のの負負担担軽軽減減ののあありり方方  

 
【現状】 

消防庁が令和２年６月に通知した「訓練審査プログラム」では、限定機長が飛行す

る際に専任機長が同乗しないといけないことになっているが、この場合専任機長が

毎回同乗することになるため、専任機長に負担をかけている。また、若手操縦士の教

育のために、経験が豊富な 50代、60代の操縦士の定年退職も喫緊の課題となってい

る。 
 

【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 限限定定機機長長がが飛飛行行すするる際際にに専専任任機機長長がが同同乗乗ししなないいとといいけけなないいこと

になっているが、この制度が専任機長に負担をかけている。（自

主運航団体） 
⚫ 限定機長のより高度な（ミッション別）技能認定のための訓練

飛行の際には限定機長が操縦士席に乗ることとなるため、ログ

上の機長時間について、限定機長につける事も考えていた。（検

討会） 

主な取組例 ⚫ 機長時間が 1,000 時間に満たない操縦士に対し、ミッション毎

に技量審査表を定め、その他総合的な観点から技量があると判

断される場合には限定機長として審査に合格をさせている。飛

行の際には限定機長が操縦士席に乗り、飛行日誌上の機長時間

は限定機長につける。（自主運航団体） 
※航空機乗組員飛行日誌記入要領参照（参考資料７） 

 
【消防庁の対応経緯】 
 平成 29年６月に国土交通省航空局安全部において、「消防・防災ヘリ操縦士の乗

務要件、訓練プログラム等（以下「航空局訓練プログラム等」という。）」が取りま

とめられ、消防庁においても有効に活用していくべきとして、「「ドクターヘリ、消

防・防災ヘリコプター操縦士の乗務要件及び訓練プログラムに関する検討委員会」の

検討結果について（通知）」（平成 30年１月９日付け消防広第６号）を発出し、各

運航団体に周知している。 
この通知では、消防防災ヘリコプターの運航は航空運送事業としての規制対象にな

るものではないが、消防防災ヘリコプターの運航を民間委託する場合には、「航空局

訓練プログラム等」の内容を踏まえ、安全確保、操縦士養成について、配慮をお願い
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している。なお、独自の訓練プログラム等を設け、操縦士養成、訓練を行っている場

合には、従前どおり乗務要件を設定しつつ、必要に応じ、「航空局訓練プログラム

等」を参考にすることとしている。（参考資料４） 
※「航空局訓練プログラム等」には消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件として

「1,000 時間の機長時間（うち、500 時間はヘリ機長時間）」等が規定されている。 
 一方、「消防防災ヘリコプターの運航に関する基準」（令和元年消防庁告示第４

号）では、一定の航空消防活動に限り、当該航空消防活動を行う消防防災ヘリコプタ

ーの機長に必要な要件は、「航空局訓練プログラム等」の要件とは別に定めることが

できるとした。（参考資料５） 
令和２年６月に通知した「消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プロ

グラム」（以下「消防庁訓練審査プログラム等」という。）では、「専任機長」・

「限定機長」・「副操縦士」の３段階に分類し、それぞれの乗務要件を定めている。

「専任機長」の乗務要件は前述の「航空局訓練審査プログラム等」に定められた要件

としているが、「限定機長」については、専任機長ではない操縦士であって、ミッシ

ョンごとに定められた技能認定を行った上で当該ミッションに限定した機長として乗

務することができる操縦士で、技能認定を受けたミッションに限り「機長時間」を積

算できることとし、段階的な技能審査を経て、活動内容を広げていくことを想定して

いる。（参考資料６） 
※ただし、航空消防活動を伴わない機体輸送等のフライトにおける機長時間の積算は

可能である。 
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((４４))   二二人人操操縦縦士士体体制制確確立立ののたためめのの飛飛行行時時間間のの確確保保ののあありり方方  

 
【現状】 

二人操縦士体制を遂行するに当たり、技量維持の面で若手操縦士・ベテラン操縦士

に限らずそもそもの飛行時間を増やす必要がある。また、若手操縦士の教育のために、

経験が豊富な 50代、60 代の操縦士の定年退職も喫緊の課題となっている。 

 

【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 二人操縦士体制の整備により、１人当たりの訓練時間は更に少

なくなり技量維持が困難となる。（検討会） 

主な取組例 ⚫ 委託会社と協議し、年間飛行時間を 100 時間程度増やし、訓練

時間を確保している。（検討会） 

 
 
【消防防災ヘリコプター操縦士の一人当たりの単月の平均総飛行時間（単数回答）】 

（n=156） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

～２時間未満
1.3%

２～４時間未満
1.9%

４～６時間未満
7.7%

６～８時間未満
9.6%

８～１０時間未満
10.3%

１０～１２時間未満
22.4%

１２～１４時間未満
7.7%

１４～１６時間未満
24.4%

１６～１８時間未満
2.6%

１８時間以上
12.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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((５５))   委委託託運運航航団団体体へへのの養養成成経経費費のの財財政政支支援援ののあありり方方  

 
【現状】 

今後、高齢の操縦士・整備士が引退していく中で、若い操縦士・整備士を育ててい

くことが重要である。操縦士については、平成 13 年に航空大学校の回転翼操縦士コ

ースが閉鎖された後、民間の養成事業会社、私立大学、専門学校等が我が国における

民間ヘリコプター操縦士の養成機能を担っている。運航事業会社が自ら社内で操縦

士を養成する取り組み（自社養成）については、ごく一部の会社ではあるが開始され

ている。これらの取り組みにより、ヘリコプターを運航する航空運送事業者／航空機

使用事業者に所属する 40 歳以下の世代のヘリコプター操縦士の人数は、平成 26 年

の 105 名から平成 31年の 156名へと増加している。 

 
【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 事業会社として採用の理想とする操縦士の飛行時間は 1,000 時

間程度、最低でも 500 時間ほしいのが現実である。専門学校を

卒業したての学生を採用しても、ミッションを遂行するために

事業会社で養成する必要があるが、よよほほどど大大ききなな事事業業会会社社ででなな

いい限限りり養養成成すするる余余裕裕ががなないいのが現状である。事業会社が採用に

求める飛行時間最低 500時間までの財政支援が有効に効くので

はないか。（ヘリコプター操縦士訓練・養成学校） 
⚫ 自主運航団体のみならず、委託運航団体にも国が支援金を出す

流れを作ってほしい。若い操縦士・整備士を育てないといけな

いと考えている。（委託運航団体） 
⚫ 養成とそれにかかる費用も含め委託運航業者が行うべきだと考

える。養成費を航空隊の予算から出すのは厳しい。（自治体） 
⚫ 農林水産協会が実施していた委託訓練制度のような制度が、消

防防災ヘリコプター操縦士の養成・確保のためにも必要ではな

いか。（検討会） 
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４４  操操縦縦士士のの審審査査にに関関すするる課課題題  

 
    安安全全性性確確保保ののたためめ、、審審査査過過程程ににおおけけるる第第三三者者関関与与ののあありり方方  

 
【現状】 

操縦士の認定審査を行う際、消防防災ヘリコプター運航団体で隊長や別の操縦士

によって審査が実施されることがあるが、既存の人間関係やその後の業務の観点か

ら指摘ができない場合がある。また、操縦士ではない隊長は操縦技能の良し悪しを判

断することが難しい側面もあり、公平性や客観性の担保の観点が必要となっている。 
 

【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 第三者組織からの指摘を通じて、技量の確認や監視、指摘を行

うことが必要である。県県のの防防災災航航空空隊隊のの隊隊長長はは操操縦縦技技能能のの良良しし

悪悪ししをを判判断断ででききなないい。（委託運航団体） 
⚫ 隊隊内内ででもも他他のの人人ののフフラライイトトををみみてて内内心心何何かか思思ううととこころろががああっってて

もも指指摘摘がが出出来来なないい。消防庁にも操縦士がいて全国の操縦士の技

量の確認ができるような体制にしてほしい。（自主運航団体） 

主な取組例 ⚫ 消防防災ヘリコプターの機長としての技量についてのアドバイ

スとして、運航会社の機長の意見を取り入れてきた。（委託運

航団体） 
⚫ 自隊訓練を行う場所は基地から離れた場所で行う。任務地への

往復の飛行で技量確認をする。機長発令された専任機長が委託

会社から派遣され、訓練審査プログラムに準拠して、異常な飛

行姿勢から適切に回復操作ができるかどうか等の技量確認を

行っている。（委託運航団体）操縦士はローテーションを組ん

で育成をする。訓練内の審査に関しては、任せきりにするので

はなく、全員で技量・完熟度合いをみつつ、育成をする雰囲気

がある。若手操縦士はまず OJTとして訓練される。隊長が技量

上合格と認定しないと任務には就かない体制となっている。

（委託運航団体） 
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第第３３章章 消消防防防防災災ヘヘリリココププタターー整整備備士士のの確確保保のの推推進進にに係係るる課課題題 

１１ 総総論論 

消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関して、令和

２年 10月～令和３年１月にかけて、国の消防防災ヘリ運航団体（14団体）及び自治

体（２団体）及びヘリコプター整備士訓練・養成学校（２団体）にヒアリングを行い、

第５章で実施したアンケート結果と併せて、検討会において消防防災ヘリコプター

整備士の確保の推進に係る課題として下記の６つの課題をまとめた。
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確保段階の課題 
【自主運航団体及び委託運航団体の共通の課題】 
確保① 相当の経験を有し運航機種に習熟した即戦力となり得る求職中の整備士情

報の共有のあり方 
 

養成段階の課題 
【自主運航団体及び委託運航団体の共通の課題】 
養成① 二等航空整備士として採用後、一等航空整備士、型式限定整備士と段階的に

資格を取得するのに要する期間（10 年程度）における計画的育成方法のあり

方 

養成② 型式限定資格取得後、一人前に整備できるようになるまでの期間（５年程度）

における計画的育成方法のあり方 

養成③ 型式限定資格取得前にも補助として整備に関与する機会の確保のあり方 
 

その他の課題 
【自主運航団体及び委託運航団体の共通の課題】 
その他① ヘリコプター整備士養成課程への入学者確保のための整備士の認知度向

上に向けた広報のあり方 
その他② 消防吏員志望の新卒者確保のため、消防防災ヘリコプターの認知度向上

に向けた広報のあり方 
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２２  整整備備士士のの確確保保にに関関すするる課課題題  

  

  相相当当のの経経験験をを有有しし運運航航機機種種にに習習熟熟ししたた即即戦戦力力ととななりり得得るる求求職職中中のの整整備備士士情情報報のの

共共有有ののあありり方方  

 
【現状】 

隊内で養成する余力がある団体では二等航空整備士を採用できるが、規模の小さ

い自主運航団体では運航機種の型式限定を有する一等航空整備士が即戦力として理

想である。しかしながら、一等航空整備士資格の取得はハードルが高く、資格取得者

の数が消防防災ヘリコプター運航団体の需要に見合っていないのが現状である。ま

た、新規整備士の採用に当たり応募条件を引き下げても応募数が年々少なくなって

いる現状があり、相当の経験を有し運航機種に習熟した即戦力となり得る求職中の

整備士情報の共有のあり方の検討が求められている。 
 

【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 一等航空整備士の免許をもっていることが採用条件。即戦力の

面で見れば、運用機体の型式限定を有する人材が最適である。

即即戦戦力力をを求求めめてていいるる。（自主運航団体） 
⚫ 小さな消防組織では、整備士として経験を積んだ人ができれば

ほしい。大きな消防組織では二等航空整備士でも整備士として

の経験を積むことができる。整備士には様々な経験を積んでほ

しいため、人事交流はよい案である。（自主運航団体） 
⚫ 一県一機等の都道府県や都市では決まった機体しか整備でき

ないが、事業会社に就職すれば、多様な機体を整備できるとこ

ろに魅力を感じ、官公庁組織から事業会社に転職することがあ

るのではないか。（検討会） 

主な取組例 ⚫ 一等航空整備士を採用した経験がある。（自主運航団体） 

 
【運航団体のアンケート結果】 

全国の消防防災ヘリコプター運航団体に所属するヘリコプター整備士のアンケー

ト結果によると、整備士の採用条件として約４割の採用が「二等航空整備士以上」

を条件にしている一方で、「一等航空整備士」（約２割や実務経験を求める採用

（約２割）も多くあり、消防防災ヘリコプター整備士には高度な技能が求められて

いる。 
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また、半数近くが二等航空整備士資格取得後、複数の団体での経験を経て現在の

運航団体に所属していることからも、消防防災ヘリコプター運航団体には経験豊富

な整備士が求められていることがわかる。

【2020年 10月現在全国の消防防災ヘリコプターに運航団体所属している整備士の採

用時の採用条件（複数回答可）】（n=233）

一等航空

整備士

（見込み含

む）

二等航空整

備士

以上

（見込み含

む）

実務経験 型式保有 その他
内部養成

等
なし 非回答

自主運航 25 46 12 14 3 21 40 4

委託運航 25 39 27 57 11 0 16 9

混合運航 3 4 3 2 0 0 4 0

全運航団

体 53 89 42 73 14 21 60 13

【二等航空整備士資格取得後～現在（消防防災ヘリコプター運航団体にお

いて勤務）までの在籍団体数（単数回答）】（n=212）
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３３  整整備備士士のの養養成成にに関関すするる課課題題  

  

((１１))  二二等等航航空空整整備備士士ととししてて採採用用後後、、一一等等航航空空整整備備士士、、型型式式限限定定整整備備士士とと段段階階的的にに

資資格格をを取取得得すするるののにに要要すするる期期間間（（1100年年程程度度））ににおおけけるる計計画画的的育育成成方方法法ののあありり方方  

 
【現状】 

航空隊ミッションにて求められる技量と養成機関卒業後の技量（二等航空整備士）

に差があり、実務研修制度の充実や一等航空整備士の難易度への支援も含めた計画

的育成方法の確立が望まれている。また、小さな運航団体においては複数機種の整備

経験を積むことが難しいため、整備士によってはモチベーションが保ちにくい場合

がある。 
 

【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 整備士の確保の観点では、早い段階から航空専門学校の生徒を

採用しようとしている。航航空空専専門門学学校校卒卒業業時時ににはは二二等等航航空空整整

備備士士のの免免許許をを取取得得ししてていいるるがが、、現現場場ででのの実実務務経経験験ががなないいたためめ

即即戦戦力力ににななららなないい。。（自主運航団体） 

主な取組例 ⚫ 消防吏員として採用後に整備士となる。整備の資格がない者は

整備士の養成学校に通い二等航空整備士の資格を取得し、航空

整備士実地試験要領別表２に記載するところの基本技術Ⅱを

身につける。その後、一等航空整備士の資格の取得を目指すが、

整備の約半分（例：耐空検査などの中規模の整備）を自隊の整

備で行っており、その中で整備スキルを上げる形で整備士の養

成を行っている。（検討会） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



   

 
 

((２２))  型型式式限限定定資資格格取取得得後後、、一一人人前前にに整整備備ででききるるよよううににななるるままででのの期期間間（（５５年年程程度度））

ににおおけけるる計計画画的的育育成成方方法法ののあありり方方  

 
【現状】 

消防防災航空隊において整備を行うためには専門学校を卒業したばかりの技量で

は不十分であり、相応の経験が必要である。一方で、特に地方の消防防災ヘリコプタ

ー運航団体ではヘリコプターの飛行時間が短く、また、業務を行いながらの OJTに時

間を割くことが難しいため、整備士としての経験を積みにくい現状があり、所属して

いる整備士が自分自身のスキルアップを考慮し、経験を積むことができる組織に転

職する場合がある。OJT による育成等、積極的に機体整備に関わる機会を設けること

が必要となっている。 
 

【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 地地方方ででははヘヘリリココププタターーのの運運用用がが少少なないいので、あまり整備士とし

て成長できないと考えて転職する人がいる。（ヘリコプター整

備士訓練・養成学校） 
⚫ 限定変更を目指す際に、業業務務をを行行いいななががららのの隊隊内内訓訓練練のの OOJJTT にに

時時間間やや人人手手がが足足りりなないい。（検討会） 
⚫ 有資格整備士の実機による経験は、点検を委託（外注）した時

に経験させてはどうか。（検討会） 

主な取組例 ⚫ 整備士に関して専門学校生（二等航空整備士）を今まで採用し

ていたが、近年は部内選抜し専門学校に入れて養成している。

（１１人人前前にに整整備備ででききるるよよううににななるるままでで５５年年程程度度かかかかるる。。））（自

主運航団体） 
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（（３３））  型型式式限限定定資資格格取取得得前前ににもも補補助助ととししてて整整備備にに関関与与すするる機機会会のの確確保保ののあありり方方  

 
【現状】 

消防防災航空隊において整備を行うためには専門学校を卒業したばかりの技量で

は不十分である。実際に消防防災ヘリコプター運航団体において整備士として十分

な経験があり、活躍できるようになるまでには、専門学校卒業後等の二等航空整備士

レベル取得後、一等航空整備士の資格を取得し、更に型式限定を取得する必要があり、

10年程度かかる。この点が整備士確保の課題となっている。 
 
【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 一等航空整備士の資格を取得し、更に型式限定を取得して現場

で活躍できるまで 10 年程かかってしまうのがネックである。

（自主運航団体） 

主な取組例 ⚫ 型式限定がなくとも、整備士補助として機体に触れさせる機会

を設けている。（自主運航団体） 
⚫ 募集条件として何かしら整備士の資格を持っていれば採用す

る。採用後に限定型式を取得させる。（自主運航団体） 
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４４  整整備備士士ののそそのの他他のの課課題題  

  

((１１))  ヘヘリリココププタターー整整備備士士養養成成課課程程へへのの入入学学者者確確保保ののたためめのの整整備備士士のの認認知知度度向向上上にに

向向けけたた広広報報ののあありり方方  

 
【現状】 

整備士養成学校入学当初ではヘリコプター整備士の認知度が低い。入学後、ヘリコ

プターに興味が湧いてくる学生が多いが、卒業後の進路として回転翼整備士よりも

華やかなイメージのあるエアライン整備士を志望する学生が多数を占める。 
 

【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 整備士の養成専門学校入学当初ではヘヘリリココププタターー整整備備士士のの認認

知知度度がが低低いい。入学後、ヘリコプターに興味が湧いてくる学生が

多い。（ヘリコプター整備士訓練・養成学校） 
⚫ エアライン整備士が学生から人気であるのは給与が高いため

ではないか。エアライン整備士と航空隊の整備士でどのくらい

差があるのかを比較するアンケートなどを実施するべきであ

る。（検討会） 

主な取組例 ⚫ 整備士専門学校では日本国内におけるヘリコプターの使い道

や消防防災の意義を伝える教育を行っている。（検討会） 
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((２２))  消消防防吏吏員員志志望望のの新新卒卒者者確確保保ののたためめ、、消消防防防防災災ヘヘリリココププタターーのの認認知知度度向向上上にに向向

けけたた広広報報ののあありり方方  

 
【現状】 

消防防災ヘリコプター整備士の認知度が低く、そもそもの志望者が少ないことに

より整備士の確保が難しくなっている現状がある。また、消防防災ヘリコプター整備

士を志望した場合も、消防防災ヘリコプター自主運航団体の整備士は消防官の試験

に合格する必要があり、試験に合格できずに志望をやめた例もある。 
 

 
【運航団体の意見等】 

項項目目 概概要要 

主な意見 ⚫ 災害時の救助の様子に感化されて航空隊に入って人命救助に

貢献したいという人がいる。（ヘリコプター整備士訓練・養成

学校） 
⚫ 消防の整備士は、消消防防官官のの試試験験に合格する必要があると聞いて

いる。試試験験にに合合格格ででききずずにに志志望望ををややめめたたことを聞いたことが

ある。（ヘリコプター整備士訓練・養成学校） 
⚫ テレビ等の影響は大きい。「コードブルー」によってドクター

ヘリに魅力を感じる人は多くなった。消防防災ヘリコプターを

まずは知ってもらうために消防防災ヘリコプターもドラマ化

やドキュメンタリーで取り上げてもらえるとよい。（ヘリコプ

ター整備士訓練・養成学校） 

主な取組例 ⚫ 整備士は一般公募している。専門学校卒業時の資格（二等航空

整備士）を有する人を応募しており、３～４名を選抜した。（委

託運航団体） 
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第第４４章章  消消防防防防災災ヘヘリリココププタターー操操縦縦士士及及びび整整備備士士ののアアンンケケーートト  

 
１１  アアンンケケーートト概概要要  

 

消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関して、令和

２年 10 月～令和３年１月にかけて、全国の消防防災ヘリコプター運航団体を対象に

アンケートを行い、消防防災ヘリコプター操縦士及び整備士の現況及び課題を把握

した。 

 

（１）アンケート目的 

消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に係る課題の

洗い出しに際し、対象者別に下記の３つのアンケートを実施し現状を把握する。 
⚫ 運航団体向けアンケート（操縦士・整備士不足による運航停止状況） 
⚫ 操縦士向けアンケート（経歴、勤務形態、待遇・満足度、操縦士の確保・養成

確保の推進に係る意見） 
⚫ 整備士向けアンケート（経歴、勤務形態、待遇・満足度、整備士の確保・養成

確保の推進に係る意見） 
 

（２）アンケート実施期間 
2020年 12 月 28 日～2021 年１月 15日実施 
 
（３）アンケート対象者 

全国の消防防災ヘリコプターを運航する運航団体（自主運航団体（18 団体）、委

託運航団体（34団体）、混合運航団体（２団体）の計 54団体）に属する操縦士・整

備士、及び運航団体代表者1 
 
 
 
 

  

 
1 佐賀県防災航空隊は運航を開始していないため対象外としている。兵庫県消防防災航空隊・神戸

市航空機動隊は１団体としてカウントしている。なお、操縦士・整備士は総務省消防庁に下記調

査時に報告している操縦士・整備士の人数を対象とする。 
操縦士：令和２年２月 13日「消防防災ヘリコプター操縦士の経歴等の調査について」 

整備士：令和２年９月 28日「消防防災ヘリコプター整備士の経歴等の調査について」 
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表 アンケート対象者数及び回収率 

 操縦士 整備士 団体 
運用方法 対象者数 回収数 回収率 対象者数 回収数 回収率 対象団体数 回収数 回収率 
自主運航 100 93 93% 116 116 100% 18 17 94% 
委託運航 120 57 48% 189 89 47% 34 29 85% 
混合運航 16 6 38% 17 7 41% 2 2 100% 
計 236 156 66% 322 212 66% 54 48 89% 
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２２  消消防防防防災災航航空空隊隊のの運運航航体体制制にに関関すするるアアンンケケーートト結結果果  

  

（（１１））運運航航体体制制  

アンケートの対象となった運航団体の運航体制は以下のとおり自主運航団体が 18

団体、委託運航団体が 34団体、混合運航団体が２団体となっている。 

 
【アンケートの対象となった運航団体の運航体制】 

 
 

 

  

自主運航

18団体

委託運航

34団体

混合運航

2団体
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（（２２））操操縦縦士士・・整整備備士士不不足足にによよるる運運航航へへのの支支障障のの発発生生状状況況 
操縦士不足によって運航に支障が発生した団体は 14.3%。そのうち、４団体につい

ては１か月以上の運航停止となっている。また、整備士不足によって運航に支障が発

生した団体は 7.1%。そのうち、２団体については１か月以上の運航停止となってお

り、操縦士・整備士の不足が課題であることが改めて確認された。 

 

 

【操縦士不足による運航支障経験の有無（単数回答）】（n=48） 

 
 

【整備士不足による運航支障経験の有無（単数回答）】（n=48） 

 
 

あり

7団体
15%

なし

41団体
85%

～１週間

3団体
43%１か月以上

4団体
57%



28

   

 
 

３３  消消防防防防災災ヘヘリリココププタターー操操縦縦士士にに関関すするるアアンンケケーートト結結果果  

 
【消防防災航空隊におけるヘリコプター操縦士の年齢構成（単数回答）】

（n=156） 

 
 

【消防防災航空隊におけるヘリコプター操縦士の性別（単数回答）】（n=156） 
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（人）
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【消防防災航空隊におけるヘリコプター操縦士の事業用操縦士（回転翼航空機）

資格を取得した団体種別（単数回答）】（n=156） 

 
 

その他の回答としては民間運航事業会社での自社養成が 30 名、民間のフライトス

クール等での自費取得が 16名、消防（民間養成委託含む）が 14 名、航空大学校が６

名となっている。 
 
【消防防災航空隊におけるヘリコプター操縦士の保有している技能証明の限定型

式（複数回答可）】（n=156） 

 

 
    

19人

64人

6人

1人

66人

0 10 20 30 40 50 60 70

専門学校

自衛隊

海上保安庁
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アグスタ式ＡＢ１３９型

アグスタウエストランド式ＡＷ１６９型

アグスタウエストランド式ＡＷ１８９型

アエロスパシアル式ＳＡ３６５型

アエロスパシアル式ＳＡ３３０型

ベル式２１２型

ユーロコプター式ＥＣ２２５型

その他

（人）
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４４  消消防防防防災災ヘヘリリココププタターー整整備備士士にに関関すするるアアンンケケーートト結結果果  

 
【消防防災航空隊におけるヘリコプター整備士の年齢構成（単数回答）】

（n=212） 

 

 
【消防防災航空隊におけるヘリコプター整備士の性別（単数回答）】（n=212） 
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99%
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【消防防災航空隊におけるヘリコプター整備士の二等航空整備士資格を取得した

団体種別（単数回答）】（n=212）

その他の回答としては民間運航事情会社での取得が 46 名、一等航空整備士から受

検等の理由により二等航空整備士資格を保有していない方が 15名、消防が 14名、高

等学校・大学が４名、自衛隊が１名となっている。

【一等航空整備士資格保有の有無（単数回答）】（n=212）

123人

7人

1人

81人

0 20 40 60 80 100 120 140

専門学校

海上保安庁

警察

その他

（人）

あり

187人

88%

なし

25人

12%
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【消防防災航空隊におけるヘリコプター整備士の保有している技能証明の限定型

式（複数回答可）】（n=212） 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

49人

56人

3人

7人

102人

27人

71人

28人

64人

0 20 40 60 80 100 120

川崎式ＢＫ１１７型

アグスタ式ＡＢ１３９型
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ベル式２１２型
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（人）



33

   

 
 

第第５５章章  共共同同運運航航のの効効果果とと課課題題  

 
１１  総総論論  

 
消防防災ヘリコプター運航団体の共同運航の効果と課題に関して、令和２年 10月～

令和３年１月にかけて、全国の消防防災ヘリコプター運航団体（14 団体）及び自治体

（２団体）にヒアリングを行い、「消防防災ヘリコプター共同運航体制に関する意見交

換会」を開催し、共同運航の効果と課題として下記をまとめた。 
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２２  ヒヒアアリリンンググ結結果果をを踏踏ままええてて抽抽出出さされれたた効効果果  

  

（（１１））運運航航目目的的  

 
個個別別ミミッッシショョンンにに応応じじたた機機体体のの選選択択  

 
２つ以上の組織間で複数機を共同運航することにより、個別ミッション（航続距離

の長短、夜間飛行の有無、屋上ヘリポート着陸の要否等）に応じ、病院ヘリポートへ

の着陸等を勘案した機体重量による機種の使い分けや、救助活動時のパワーのある

機体の選定等のように、適材適地の機体を選択することが可能である。 
 
【運航団体の意見等】 

項項目目  概概要要  

主な意見 ⚫ 操操縦縦士士不不足足がが進進行行ししてていいるる中中、、救救急急救救命命等等のの個個別別ミミッッシショョンンにに応応

じじたた組組織織間間ととのの協協力力をを通通じじ、、夜夜間間飛飛行行体体制制をを維維持持すするるここととががでできき

るる。。ままたた、、個個別別ミミッッシショョンンののノノウウハハウウ取取得得にに繋繋ががるる。。（委託運航

団体） 

⚫ 操操縦縦士士不不足足がが進進行行ししてていいるる中中、、組組織織間間でで密密にに連連携携ををととりり、、ううままくく

運運用用すするるここととででおお互互いい広広域域応応援援ををすするるここととががででききるる。。（自主運航

団体） 

主な取組例 ⚫ 山岳でのホイストを使った救助は警察共同で行う。（混合運航団

体） 

⚫ 機体の重量によって、病院のヘリポートに着陸できないことがあ

る。山岳救助活動ではパワーのある機体を選定し、実施している。

（混合運航団体） 

⚫ 防災案件か警察案件か判断はするがミッションや機体の状況に

応じて警察機、消防防災機での両方で対応する。（自主運航団体） 
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（（２２））運運航航期期間間  

 
耐耐空空検検査査時時期期のの調調整整やや故故障障時時のの他他のの機機体体のの活活用用等等にによよるる運運休休期期間間のの最最小小化化  

 
２つ以上の組織間で複数機を共同運航することにより、耐空検査時期の調整や、１

機体が故障時の他機体の活用等を通じ、運休期間を最小化することが可能である。ま

た、これにより、常時災害対応が可能となることに加え、訓練実施時においても、災

害対応機体が確保可能となる。 
特に突発的な故障の際、メーカー側の納期、契約調整、予算執行等の問題で、運休

期間の解消に時間を要する場合があり、共同運航により運休期間の最小化すること

が可能である。ただし、課題として、型式や部品の希少性に応じてリードタイムの影

響は異なり、古い型式や特殊な部品の場合、部品の共同調達が必ずしも運休期間の最

小化に繋がらない場合がある。 
 

【運航団体の意見等】 

項項目目  概概要要  

主な意見 ⚫ 隣隣県県がが新新機機体体にに移移行行ししたた後後にに、、耐耐空空検検査査のの時時期期がが重重複複ししたた。。（委

託運航団体） 

⚫ 耐耐空空検検査査期期間間にに別別のの機機体体がが 11 機機ダダウウンンすするるとと近近隣隣３３県県でで１１機機しし

かかななくくななるるところを消防庁にカバーしてもらえるとありがたい。

（委託運航団体） 

⚫ 特特殊殊なな部部品品ほほどど、、リリーードドタタイイムムのの影影響響をを受受けけるるたためめ金額的にも時

間的にも共同運航体制にしてもメリットが薄い。（自主運航団体）   

⚫ 海海外外ままでで輸輸送送ししてて機機体体をを修修理理ししててももららわわなないいとといいけけなないい場場合合がが

あありり、、時時差差やや海海外外メメーーカカーーのの対対応応期期間間ががここちちららのの要要望望ととずずれれてて困困

るる。。突突発発的的なな不不具具合合のの対対処処がが問問題題ににななるる。。メメーーカカーー側側のの部部品品調調達達

にに時時間間ががかかかかるる。。（委託運航団体） 

主な取組例 ⚫ 警察とも年間の整備計画をすり合わせている。（委託運航団体） 

⚫ 年間で通常発生する経費、突発的に発生した費用を全て勘定した

定額料金で提供するプログラム CBH（cost by hour）をメーカー

が作成しようとしている。（自主運航団体） 
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（（３３））運運航航経経費費 
 
１１))  整整備備資資機機材材のの共共同同利利用用やや委委託託運運用用経経費費のの見見直直しし等等にによよるる財財政政負負担担のの抑抑制制  

 
２つ以上の組織間で複数機を共同運航することにより、整備資機材の共同利用や, 

機体を保有する側と受援する側の委託運用経費の見直し等による財政負担の抑制が

可能である。 
 
【運航団体の意見等】 

項項目目  概概要要  

意見 

⚫ 過過去去にに部部品品のの貸貸しし借借りりをを行行っったたここととががあありり、、ここののよよううなな共共同同利利用用

はは助助かかるる。。（委託運航団体）  

⚫ ああるる程程度度汎汎用用的的なな部部品品ででああれればば、、ああららかかじじめめ契契約約時時にに調調達達すするるここ

ととでで部部品品費費がが軽軽減減さされれるるここととははメメリリッットトででああるる。。（自主運航団体）  

⚫ PBL を消防防災航空隊にて展開する際、委託会社が複数あるような

機体に関する PBL は難しい。飛飛行行時時間間にに連連動動ししたた部部品品のの供供給給契契約約

（（PPBBHH））をを行行いい、、部部品品ののみみ共共有有すするるここととでで助助かかるる自自治治体体はは多多いいとと思思

うう。。（自主運航団体） 

※PBL とは、業務評価指標の達成や経費削減に対し、報酬や契約継続等のインセン

ティブを与える契約体系。 

 
２２))  １１機機体体のの更更新新時時期期のの調調整整にによよるる財財政政負負担担のの平平準準化化  

 
２つ以上の組織間で複数機を共同運用することにより、１機体の更新時期の調整

を通じ、機体の調達に係る財政負担を平準化することが可能である。 
 

【運航団体の意見等】 

項項目目  概概要要  

意見 ⚫ 消防庁ヘリコプターを共同で使用できるようにしたい。初初期期費費用用

がが高高いいたためめ、、そそのの点点ををどどののよよううににククリリアアすするるかかをを課課題題だだとと認認識識しし

てていいるる。。例例ええばば、、二二つつのの組組織織ででリリーーススををすするるここととでで初初期期費費用用がが抑抑

ええらられれるる。。（委託運航団体） 
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（（４４））そそのの他他  

 
実実機機をを用用いいたた訓訓練練時時間間のの確確保保  

 
２つ以上の組織間で複数機を共同運用することにより、時間的・費用的な制約があ

る実機を用いた訓練について、費用負担を削減しつつ、効率よく訓練時間を確保する

ことが可能である。 
 
【運航団体の意見等】 

項項目目  概概要要  

意見 ⚫ 年間の運用を鑑みて計画をしている航空隊がほとんどである。災

害のために、予定している飛行時間のバッファを確保する必要が

ある。財財政政へへのの負負担担をを少少ななくくししてて、、効効率率よよくく訓訓練練ががででききるるよよううなな

仕仕組組みみががああるるととよよいいとと考考ええるる。。（自主運航団体） 

⚫ ヘリコプター数を減らすと耐空検査時の出動対応や実実機機をを用用いいたた

訓訓練練時時間間のの減減少少をを懸懸念念ししてていいるる。。（委託運航団体） 

⚫ 運運用用ししてていいたた機機体体がが５５年年点点検検にに入入りり、、隊隊員員のの訓訓練練ががででききななっったた時時

期期ががああるる。。（委託運航団体）  

⚫ 古い機体を国が買い取り、新しい機体を自治体にあげるような仕

組みが欲しい。古い機体は訓練機として持ち回りで活用すること

で各自治体は訓練費を節約できる。（自主運航団体） 

⚫ 警警察察とと連連携携訓訓練練をを過過去去にに企企画画ししたたここととははああるるがが、、ススケケジジュューーリリンン

ググのの関関係係上上難難ししいい。。（委託運航団体）  
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３３  ヒヒアアリリンンググ結結果果をを踏踏ままええてて抽抽出出さされれたた課課題題  

  

（（１１））運運航航目目的的  

 
運運航航目目的的（（山山岳岳救救助助・・救救助助搬搬送送等等））のの類類似似性性のの確確保保  

 
ミッションは必ずしも２つ以上の組織間で類似しないため、機体の調達、操縦士の

採用や訓練方法の共通化の課題となっている。特に管轄の活動に占める運航目的（山

岳救助・救急搬送等）の頻度、範囲・時間帯（航続距離、夜間運航等）、そして地域

特性（地形・天候等）に応じて、その性質に適した機体、操縦士、そして訓練が存在

する。 
 
【運航団体の意見等】 

項項目目  概概要要  

意見 

⚫ 地地形形やや天天候候、、エエンンジジンンパパワワーーのの問問題題、、管管轄轄範範囲囲がが広広いいののでで航航続続距距

離離のの問問題題もも無無視視ででききなないい。。（委託運航団体） 

⚫ 県県警警をを含含めめたた共共同同運運航航はは県県警警のの機機体体をを使使ええるるかかがが難難ししいい。。同同じじ機機

体体・・似似たたミミッッシショョンンをを行行うう消消防防航航空空隊隊とと部部品品共共有有ををすするるののがが良良いい。。

（混合運航団体） 

⚫ 地地域域的的なな違違いいにによよりり、、訓訓練練のの方方法法がが異異ななりり、、現現実実的的ででははなないいとの

ことだった。（委託運航団体） 

⚫ 共共同同運運航航体体制制をを構構成成ししててもも、、離離島島へへののドドククタターーヘヘリリのの運運用用をを含含めめ

たた運運航航ががででききるるよよううなな体体制制ででああっってて欲欲ししいい。。（自治体） 

⚫ 管轄を分ける場合には、土土地地ををベベーーススににすするるかか、、人人口口ををベベーーススにに

すするるののかか問問題題ででああるる。。単単純純にに東東西西ににはは分分断断ででききなないい。。（自主運航団

体） 

⚫ 広広域域支支援援ががででききるる都都道道府府県県防防災災航航空空隊隊とと自自主主運運航航ををししてていいるる団団体体

でではは組組織織のの成成りり立立ちちがが異異ななりり、、共共同同運運航航にに至至ららななかかっったた。共共同同運運

航航すするる団団体体同同士士ででのの運運用用のの折折りり合合いいががつつくくここととがが必必要要ででああるる。。（委

託運航団体） 

取り組み例 

⚫ 山岳でのホイストを使った救助は警察共同で行うことが多い。（混

合運航団体） 

⚫ 機体の重量によって、病院のヘリポートに着陸できないことがあ

る。山岳救助活動ではパワーのある機体を選定し、実施している。

（混合運航団体） 
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（（２２））運運航航軽軽費費

１１)) 燃燃料料費費等等、、維維持持管管理理にに要要すするる費費用用負負担担ののルルーールルののあありり方方（（距距離離由由来来）） 

２つ以上の組織間で共同運航する場合、機体を保有する側と受援する側の運航費

用の分担方法、予算区分が明確ではないことが課題となっている。

【運航団体の意見等】

項項目目 概概要要 

意見
⚫ 消消防防ヘヘリリをを保保有有すするる側側とと受受援援側側のの負負担担のの分分担担がが曖曖昧昧ででああるる。。（自

治体） 

取り組み例

⚫ 機体の整備は警察が行う。活動に必要な費用や部品の調達は消防

航空隊が負担する。消防の用務で発生する人件費は消防航空隊が

負担する。時間外手当やライセンス取得の費用は都道府県が負担

する。（委託運航団体）

２２)) 機機体体・・部部品品調調達達やや修修繕繕にに要要すするる費費用用負負担担ののルルーールルののあありり方方（（機機体体由由来来）） 

２つ以上の組織間で共同運航する場合、機体を保有する側と受援する側の機体・部

品調達や修繕に要する費用の分担方法、予算区分が明確ではないことが課題となっ

ている。

【運航団体の意見等】

項項目目 概概要要 

意見

⚫ PBL を消防防災航空隊にて展開する際、委託会社が複数あるような

機体に関する PBL は難しい。飛飛行行時時間間にに連連動動ししたた部部品品のの供供給給契契約約

（（PPBBHH））をを行行いい、、部部品品ののみみ共共有有すするるここととでで助助かかるる自自治治体体はは多多いいとと思思

ううがが、、予予算算のの区区分分分分けけををどどここにに入入れれたたららよよいいかかわわかかららなないい。。（自主

運航団体） 

⚫ 部部品品費費にに関関ししててはは委委託託運運航航のの中中でで処処理理ししてておおりり、、共共同同運運航航のの際際にに

予予算算枠枠をを新新たたにに設設けけるるたためめのの説説明明がが必必要要ににななるる。。新規購入として

申請を上げるのが予算の面では一番説明がしやすい。（自主運航団

体）

  



40

   

 
 

３３))  機機体体・・部部品品調調達達やや修修繕繕時時のの共共同同調調達達ののあありり方方  

 
２つ以上の組織間で飛行時間に連動した部品の供給契約（PBH）といった新たな機

体・部品調達や修繕時の三者契約手続を締結する場合に、適切な契約形態が明確では

ないことが課題となっている。 
 
【運航団体の意見等】 

項項目目  概概要要  

意見 

⚫ ある程度汎用的な部品であれば、あらかじめ契約時に買うことで、

今後、都道府県にかかる部品費が軽減されることはメリットと言

える。機機材材のの共共同同運運航航すするる場場合合のの契契約約ははどどののよよううにに行行ううののかか疑疑問問

ででああるる。。消消防防庁庁かからら告告示示やや事事務務連連絡絡をを通通じじ契契約約形形態態をを示示ししててくくれれ

れればば、、PPBBHH はは行行いいややすすいいとと考考ええるる。。機体の稼働率をあげることを理

由にして PBH 方式を提案するという形で話を進めるのが良いので

はないか。（自主運航団体） 

⚫ 故故障障ししたた際際のの調調達達方方法法・・調調達達期期間間がが気気ににななるる。。（委託運航団体）  

 

 
４４))  操操縦縦士士・・整整備備士士等等のの人人件件費費のの費費用用負負担担ののルルーールルののあありり方方  

 
２つ以上の組織間で共同に要員を確保・養成する場合、組織体制が異なることによ

り、給与水準や労務管理等の体系が異なる場合があり、待遇格差の調整や費用負担の

ルールが明確となっていないことが課題となっている。 
 

【運航団体の意見等】 

項項目目  概概要要  

意見 

⚫ 操操縦縦士士やや整整備備士士のの養養成成やや人人員員確確保保ににつついいててはは、、費費用用按按分分ははなないい。。

身身分分的的なな問問題題ががあありり、、県県警警がが負負担担せせざざるるをを得得なないい。。  共同運航のイ

メージがついておらず、そもそも共同運航とは何なのかというと

ころになっている。（自主運航団体） 

⚫ 警察と消防では組織体制が異なる。階級に伴う、給与水準や労務

管理に関して融合を進めている。（委託運航団体） 

⚫ 自自主主運運航航かか、、運運航航委委託託かかでで給給与与水水準準もも性性質質もも異異ななるる。。運航委託の

性質は結局、民間であるのに対し、自主運航は消防吏員としての

給与水準である。（自主運航団体） 
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（（３３））そそのの他他

１１)) 機機体体のの型型式式のの類類似似性性のの確確保保 

２つ以上の組織間で共同運航する場合、機体の型式が異なることにより、機体・部

品の共同調達が困難となることや、操縦士・整備士の型式資格の追加取得が必要とな

ることが課題となっている。

【運航団体の意見等】

項項目目 概概要要 

意見 ⚫ 部品の年数の違いがやはりネックである。ヘリコプターの種別が

異なり、機機体体更更新新ががああっったたばばかかりりでで、、共共同同運運航航にに興興味味をを示示すす航航空空

隊隊ががいいるるとと思思ええなないい。。同じ機体でも調達した年数が異なるため、

部品が異なり共同運用できない。（委託運航団体）

⚫ 部部品品のの面面かからら考考ええれればば、、同同じじ機機体体同同士士ででははなないいとと共共同同運運航航はは厳厳しし

いいののででははなないいかか。。（自主運航団体）

⚫ 新新ししいい機機体体のの場場合合、、海海外外ににししかか認認証証をを取取得得ししてていいるる機機関関ががなないいたた

めめ、、修修理理にに出出すすハハーードドルルがが高高くくななっってていいるる。。（委託運航団体） 

⚫ 機機体体がが同同じじかかつつ運運用用のの組組みみ合合わわせせもも考考ええるる必必要要ががああるるののででははなないい

かか。。（自主運航団体）

⚫ 近近隣隣３３県県、、機機体体部部品品がが異異ななるる。。（委託運航団体） 

２２))多多様様化化すするる個個別別ミミッッシショョンンやや地地域域特特性性にに応応じじたた訓訓練練方方法法ののあありり方方 

操縦士の訓練は、ミッションや地域特性に応じて適切な訓練方法があるため、2 つ

以上の組織間の共同訓練の課題となっている。

【運航団体の意見等】

項項目目 概概要要 

意見 ⚫ 各県での訓練方法が異なるため、広い範囲での他の県との共同訓

練のハードルは高い。近隣県に共同運航の話をしたことがあるが、

地地域域的的なな違違いいにによよりり、、訓訓練練のの方方法法がが異異ななりり、、現現実実的的ででははなないいととのの

ここととだだっったた。。（委託運航団体）
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おおわわりりにに  

本検討会では、航空消防防災体制の更なる安全性向上・充実強化を目的とし、消防防

災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進等の航空消防防災体制上

解決しなければならない課題を検討し、今後検討することが望ましい項目について取

りまとめたところである。 
操縦士・整備士不足は全ての運航団体において直面する可能性があり、次を担う操縦

士・整備士を育成していくことは、官民の枠を超えたヘリコプター業界全体の課題であ

る。 
今後の課題として、日本国内全体で減少傾向にあるヘリコプター操縦士・整備士の確

保のあり方や、高い技量が求められる消防防災ヘリコプターの運用に適した操縦士・整

備士の養成方法を検討することが望ましい。また採用後では、操縦士については、二人

操縦士体制による操縦士の増加や限られた飛行時間のなか、操縦士１人当たりの訓練

時間をどのように確保していくかについて、運用方法やコスト面からも調査研究をす

すめ、また消防防災航空隊の運航体制の広域化なども踏まえ、更に検討する必要があ

る。整備士については、消防防災ヘリコプター運航団体の運用に必要な技量をつけるた

めに実務研修制度の充実や一等航空整備士の難易度への支援も含めた計画的育成方法

の確立が望まれる。小さな運航団体においては複数機種の整備経験を積むことが難し

いため、異なる型式の整備経験を目的とした運航団体間での人事交流も有用である可

能性がある。 
引き続き、消防防災ヘリコプターの安全運航を第一に、航空消防防災体制の充実・強

化に努めていく。 
 

お
わ
り
に
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参考資料１

消消防防防防災災ヘヘリリココププタターー操操縦縦士士のの確確保保・・養養成成及及びび整整備備士士のの確確保保のの推推進進にに関関

すするる検検討討会会  

委委員員名名簿簿 

 
【【委委員員】】  

平 本  隆   帝京大学大学院 理工学研究科 総合理工学専攻 教授 

稲 継 裕 昭  早稲田大学 政治経済学術院 教授 

小 林 啓 二  国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 航空技術部門 

         次世代航空イノベーションハブ災害対応航空技術チーム 

齊 藤  茂   国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 チーフエンジニア 

客員 

安 藤 和 宏  エアバス・ヘリコプターズ・ジャパン株式会社 運航・訓練部 

飛 弾 清 彦  学校法人ヒラタ学園 航空事業本部 運航部 

宮 内 敏 行  学校法人 浅野学園国際航空専門学校  

二等航空整備士（回転翼）コース 学科長 

安 原 達 二  一般社団法人全日本航空事業連合会ヘリコプター部会 

運航委員会 副委員長 

加 藤 俊 之  東京消防庁 装備部 航空隊 参事兼航空隊長 

海 津 栄 治  千葉市消防消防航空隊 航空隊長 

佐 川  稔   愛知県消防防災航空隊 航空隊長 

野 田 誠 一  神戸市消防局 警防部 航空機動隊 航空副隊長 

小 山 幸 治  熊本県防災消防航空隊 航空隊長 

岩 﨑 益 行  浜松市消防局 警防課 消防航空隊 運航安全管理者 

小笠原 光 峰  広島市消防局 警防部 警防課 消防航空隊 航空隊長 

小 宮 福 重  東京消防庁 装備部 航空隊 整備係長 

板 東 竜 生  札幌市消防局 警防部 消防救助課 整備担当係長 

橋 本 哲 彰  群馬県 防災航空センター 安全運航管理主監 
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参考資料１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

消消防防防防災災ヘヘリリココププタターー操操縦縦士士のの確確保保・・養養成成及及びび整整備備士士のの確確保保のの推推進進にに関関

すするる検検討討会会  

委委員員名名簿簿 

 
【【委委員員】】  

平 本  隆   帝京大学大学院 理工学研究科 総合理工学専攻 教授 

稲 継 裕 昭  早稲田大学 政治経済学術院 教授 

小 林 啓 二  国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 航空技術部門 

         次世代航空イノベーションハブ災害対応航空技術チーム 

齊 藤  茂   国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 チーフエンジニア 

客員 

安 藤 和 宏  エアバス・ヘリコプターズ・ジャパン株式会社 運航・訓練部 

飛 弾 清 彦  学校法人ヒラタ学園 航空事業本部 運航部 

宮 内 敏 行  学校法人 浅野学園国際航空専門学校  

二等航空整備士（回転翼）コース 学科長 

安 原 達 二  一般社団法人全日本航空事業連合会ヘリコプター部会 

運航委員会 副委員長 

加 藤 俊 之  東京消防庁 装備部 航空隊 参事兼航空隊長 

海 津 栄 治  千葉市消防消防航空隊 航空隊長 

佐 川  稔   愛知県消防防災航空隊 航空隊長 

野 田 誠 一  神戸市消防局 警防部 航空機動隊 航空副隊長 

小 山 幸 治  熊本県防災消防航空隊 航空隊長 

岩 﨑 益 行  浜松市消防局 警防課 消防航空隊 運航安全管理者 

小笠原 光 峰  広島市消防局 警防部 警防課 消防航空隊 航空隊長 

小 宮 福 重  東京消防庁 装備部 航空隊 整備係長 

板 東 竜 生  札幌市消防局 警防部 消防救助課 整備担当係長 

橋 本 哲 彰  群馬県 防災航空センター 安全運航管理主監 
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【【オオブブザザーーババーー】】  

田 島 直 明   東京航空計器株式会社 羽田事業部地上訓練所 所長 

全国航空消防防災協議会、国土交通省、防衛省、警察庁、海上保安庁 

 

【【事事務務局局】】  

 消防庁 国民保護・防災部 防災課 広域応援室 

  

消消防防防防災災ヘヘリリココププタターー操操縦縦士士のの確確保保・・養養成成及及びび整整備備士士のの確確保保のの推推進進にに関関

すするる検検討討会会    

開開催催要要綱綱  
 

（（趣趣旨旨））  
第１条 消防防災ヘリコプターの操縦士及び整備士の確保・養成が課題とされている

ことから、安定した確保策及び効率的かつ効果的な養成方法の検討を目的とし、「消

防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関する検討会」

（以下「検討会」という。）を開催する。 
 
（（検検討討会会））  
第２条 検討会は、消防庁長官が委嘱する委員をもって構成する。 
２ 検討会に座長を置く。座長は、委員の互選によってこれを定める。 
３ 座長は、検討会を代表し、会務を統括する。 
４ 座長に事故があるときは、座長が指名した構成員がその職務を代理する。 
５ 検討会には、構成員の代理者の出席を認める。 
６ 座長は、必要に応じて、学識経験者等をオブザーバーとして検討会に参加させ、意

見を求めることができる。 
 
（（任任期期））  
第３条 構成員の任期は、令和３年３月３１日までとする。 
 
（（事事務務局局））  
第４条 検討会の事務局は、消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室に置く。 
 
（（雑雑則則））  
第５条 この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が定め

る。 
 
 
 附 則 
 この要綱は、令和２年 11月 20日から施行する。 
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【【オオブブザザーーババーー】】  

田 島 直 明   東京航空計器株式会社 羽田事業部地上訓練所 所長 

全国航空消防防災協議会、国土交通省、防衛省、警察庁、海上保安庁 

 

【【事事務務局局】】  

 消防庁 国民保護・防災部 防災課 広域応援室 

  

消消防防防防災災ヘヘリリココププタターー操操縦縦士士のの確確保保・・養養成成及及びび整整備備士士のの確確保保のの推推進進にに関関

すするる検検討討会会    

開開催催要要綱綱  
 

（（趣趣旨旨））  
第１条 消防防災ヘリコプターの操縦士及び整備士の確保・養成が課題とされている

ことから、安定した確保策及び効率的かつ効果的な養成方法の検討を目的とし、「消

防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関する検討会」

（以下「検討会」という。）を開催する。 
 
（（検検討討会会））  
第２条 検討会は、消防庁長官が委嘱する委員をもって構成する。 
２ 検討会に座長を置く。座長は、委員の互選によってこれを定める。 
３ 座長は、検討会を代表し、会務を統括する。 
４ 座長に事故があるときは、座長が指名した構成員がその職務を代理する。 
５ 検討会には、構成員の代理者の出席を認める。 
６ 座長は、必要に応じて、学識経験者等をオブザーバーとして検討会に参加させ、意

見を求めることができる。 
 
（（任任期期））  
第３条 構成員の任期は、令和３年３月３１日までとする。 
 
（（事事務務局局））  
第４条 検討会の事務局は、消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室に置く。 
 
（（雑雑則則））  
第５条 この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が定め

る。 
 
 
 附 則 
 この要綱は、令和２年 11月 20日から施行する。 
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第１回消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関する検討会 

 

議事概要 

 

 

1. 日時：令和２年 11月 20日(金)15時 30分～17時 00分 

 

2. 場所：日比谷国際ビルコンファレンススクエア ８Ｄ会議室 
東京都千代田区内幸町２丁目２－３日比谷国際ビル８階 

 

3. 出席者（敬称略） 
別紙のとおり 

 

4. 次第 
（１）開会 

（２）挨拶 

（３）委員等紹介 

（４）開催要綱について 

（５）議事 

  ア 今年度の検討課題について 

  イ 事例紹介（浜松市消防航空隊教育訓練等計画について） 

  ウ 整備士の配置状況・年齢構成 基礎アンケート結果 

  エ 今後のスケジュールについて 

（６）閉会 

 

5. 議事 
（１）今年度の検討課題について 

   消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室 中道航空専門官より資料２、資料３、資料４に基づき説明。 

 

（２）事例紹介（浜松市消防航空隊教育訓練計画について） 

   浜松市消防航空隊 植平副参事 警防課消防航空隊長事務取扱より資料５に基づき説明。 

   本検討会において検討を行う消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成の推進に関する事例紹介がなさ

れた。浜松市消防航空隊おける訓練計画や操縦士確保の取り組みが説明された。操縦士の飛行時間の確保

を主として、そのための法整備、消防以外の組織からの人員活用、二人操縦士体制の導入に際する懸念点

などが議論された。 

 

  昨年度からの検討課題でもあるが、限定機長を専任機長に昇格させるための訓練・養成方法として、浜松
市消防航空隊で行っている飛行時間の扱いや工夫、同席する専任機長の役割はどうなっているのか。 

➢  今後、限定機長のより高度（ミッション別）な技能認定のための訓練飛行の際には限定機長が操縦
士席に乗ることとなるため、ログ上の機長時間について、限定機長に付けることも考えていた。（注、

その後、浜松市消防航空隊内において「消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラ

ム」も参考に検討され、同乗の専任機長に記録することとされている。） 

➢  エアラインなどの大型機における訓練では、機長になるまでの時間を機長見習い時間として運航規
程で定めているが、浜松市消防航空隊ではそのような細かい役割分担を決めているわけではない。ま

た、機長になるまでの飛行時間 1,000 時間もあくまで目安だと考えており、その他の飛行の技能を総

合的に判断する。 

➢ 飛行時間の確保の課題はあるが、現専任機長が若手操縦士を専任機長まで育て上げたいと考える。 

 

  ドクターヘリの機長要件として 1,000 時間以上の飛行時間が求められるが、事業会社ではどのように飛
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行時間を確保しているのか。 

➢  事業用の資格取得者の操縦訓練に教官操縦士として同乗し機長時間を付けていくことで、若手操縦
士を育成している。事業者によっては農薬散布や送電線パトロールなどの業務を通じて飛行時間を確

保しているところもある。 

 

  型式証明上は１人乗りの機体に関して、消防ヘリの運用方式として二人操縦士体制を導入する場合、専任
機長と限定機長の役割分担や飛行時間の取扱いはどうするのか。 

➢ 消防防災機として二人の操縦士が搭乗し、通信員業務としてその他の時間として付けている。 

➢ 飛行時間及び機長時間は、国空航第 1517号（令和元年 10月 29日付け）「航空法施行規則別表第二の

運用について」に基づき、「消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラム」では、下表

のとおり整理している。 

 
作業区分（飛行時間） ＰＦ（主に操縦士席） ＰＭ（主に副操縦士席） 

通常の飛行作業 機長（機長時間） 副操縦士（その他の飛行時間） 

操縦士の作業ＯＪＴ ＯＪＴ訓練生（同乗教育時間） 専任機長（機長時間） 

限定機長の認定作業 限定機長（機長時間） 専任機長（その他の飛行時間） 

 

➢  二人操縦士体制を遂行するに当たり、技量維持の面で若手操縦士・ベテラン操縦士に限らずそもそ
もの飛行時間を増やす必要がある。したがって各実施団体の年間飛行時間の増大を要望する。 

➢  年間の飛行時間を増やすことは、操縦士の技量維持確保に資する反面、点検整備による運航不能の
増加を招くことも考えなければならない。 

➢  今般作成された限定機長制度では機長時間が付けられず 1,000 時間までの積み上げが難しいため、

定期航空会社のような見習い機長制度を公的なものとして制定してはどうか。 

 

 若手操縦士の教育のために、1,000時間以上の飛行時間を経験している機長の確保も課題ではないか。 

➢  飛行時間を確保する工夫とともに、自衛隊や警察組織などの定年退職者の有効活用をもっと考える
べきである。公務員の定年退職の年齢の延長に関する法令も議論が進んでいる。 

➢  消防航空隊の操縦士養成に係る紹介だが、ヒラタ学園には東京消防庁航空隊の操縦士候補者が毎年
１名ずつ大阪航空専門学校のパイロット学科・回転翼（ヘリコプター）コースへ入学しており、これま

でに２名が事業用操縦士の資格を取得して卒業し、現在、２年生と１年生に１名ずつが在学中である。 

 

  浜松市消防航空隊では、消防隊員としての使命感と地域愛の視点から他の組織への流出を防ぐためにも消
防局内から操縦士志望者を募集している。 

 
  消防防災ヘリ操縦士の「すそ野拡大」を目的とした奨学金制度など資金援助による操縦士養成制度を要
望する。 

 
（３）整備士の配置状況・年齢構成 基礎アンケート結果 

   消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室 中道航空専門官より資料６に基づき説明。 

   本検討会において検討を行う消防防災ヘリコプター整備士の確保の推進に関する基礎情報として整備

士の基礎情報アンケートの結果が説明された。整備士の養成状況・採用状況・待遇への理解を深めるとと

もに、給与面においてエアライン整備士との差異を明確にするべきとの提案がなされた。 

 

 整備士の専門学校の卒業生の就職状況はどうか。 

➢ 回転翼整備士よりも華やかなイメージのあるエアライン整備士になる学生が多数を占める。 

➢  航空隊としては整備士にも即戦力を求めるため、二等航空整備士のライセンスを取りたての専門学
校の卒業生を採用するのが難しいという現状がある。 

 

 整備士専門学校の養成の現状はどうか。 

➢ 学生には日本国内におけるヘリコプターの使い道や消防防災の意義を伝える教育を行っている。 

➢  一等運航整備は、運航者側の要請があればコースを開設できると考えているが、二等運航整備士で
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は第 19条第２項を履行するために不足である。現在行っている一等運航整備士は大型機の運航者であ

るエアラインとの協力の下で行っている。 

 

 自主運航団体における整備士の給与・待遇は、民間と比較してどうなのか。 

➢  取得しているライセンスが一等か二等かによって手当てが異なる。消防職員としての基本給与に加
え、時給制で整備手当・同乗手当で支払う航空隊が多数であった。ただし、飛行手当は操縦士と整備士

で倍近くの差がある。また、整備業務を行ったかどうかによらず月額で固定給を支払う航空隊もあっ

た。 

➢  エアライン整備士が学生から人気であるのは給与が高いためであり、エアライン整備士と航空隊の
整備士でどのくらい差があるのかを比較するアンケートなどを実施するべきである。 

 

 整備士のキャリアの面や、人事ローテーションが原因で整備士が定着しない事例はあるか。 

➢  一県一機等の都道府県や都市では決まった機体しか整備できないが、事業会社に就職すれば、多様
な機体を整備できるところに魅力を感じ、官公庁組織から事業会社に転職することがあるのではない

か。 

➢  近くの航空隊との緩やかなまとまり（人事交流等）を作り、運用上の課題を解決する糸口を探り、仕
事のモチベーションを高めることも離職防止には有効であると考えている。 

 

（４）今後のスケジュール 

消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室 中道航空専門官より資料７に基づき説明。 

次回の委員会は１月 18日～１月 20日を候補日として開催する。 
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消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関する検討会 

委員等名簿 
 

【委員】 

平 本  隆    帝京大学大学院 研究科総合工学専攻 教授 

稲 継 裕 昭   早稲田大学 政治経済学術院 教授 

小 林 啓 二   国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 航空技術部門 

          次世代航空イノベーションハブ災害対応航空技術チーム 

齊 藤  茂    国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 チーフエンジニア室 客員 

安 藤 和 宏   エアバス・ヘリコプターズ・ジャパン株式会社 運航・訓練部 

飛 弾 清 彦   学校法人ヒラタ学園 航空事業本部 運航部 

宮 内 敏 行   学校法人 浅野学園国際航空専門学校 二等航空整備士（回転翼）コース 学科長 

安 原 達 二   一般社団法人全日本航空事業連合会ヘリコプター部会運航委員会 副委員長 

加 藤 俊 之   東京消防庁 装備部 航空隊 参事兼航空隊長 

海 津 栄 治   千葉市消防局 警防部 航空課 消防航空隊 航空隊長 

佐 川  稔    愛知県 防災航空隊 航空隊長 

野 田 誠 一   神戸市消防局 警防部 航空機動隊 航空副隊長 

小 山 幸 治   熊本県 防災消防航空隊 航空隊長 

岩 﨑 益 行   浜松市消防局 警防課 消防航空隊 運航安全管理者 

小笠原 光 峰   広島市消防局 警防部 警防課 消防航空隊 航空隊長 

小 宮 福 重   東京消防庁 装備部 航空隊 整備係長 

板 東 竜 生   札幌市消防局 警防部 消防救助課 整備担当係長 

橋 本 哲 彰   群馬県 防災航空センター 安全運航管理主監 

 

【オブザーバー】 

木 内 宏 一   国土交通省 航空局 安全部 運航安全課 乗員政策室長 

釣   慎一朗   国土交通省 航空局 安全部 運航安全課 乗員政策室 課長補佐 

高 尾 拓 矢   防衛省 人事教育局 人材育成課 人材育成班 

小 森 武 彦   警察庁 警備局 警備運用部 警備第二課 課長補佐 

村 山 謙 治   海上保安庁 警備救難部管理課 航空業務管理室 専門官 

田 島 直 明   東京航空計器株式会社 羽田事業部地上訓練所 所長 

高 村 知 孝   全国航空消防防災協議会 事務局長 

 

【事務局】 

消防庁 国民保護・防災部 防災課 広域応援室 
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第２回消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関する検討会 
 

議事概要 
 

1. 日時：令和３年１月 25日(月)10時 30分～12時 00分 

 

2. 場所：株式会社三菱総合研究所 ４F 大会議室 C オンライン Teams会議を併用 

 

3. 参加者 
別紙のとおり 

 

4. 次第 
（１）開会 

（２）挨拶 

（３）議事 

  ア 第１回検討会議事概要について 

イ 操縦士確保・養成の取組み事例について（朝日航洋株式会社・岐阜県防災航空隊） 

ウ 操縦士の確保・養成に関する課題等ヒアリングの概要 

エ 整備士の確保に関する課題等ヒアリングの概要 

オ 今後のスケジュール 

（４）閉会 

 

5. 議事 
（１）第１回検討会議事概要について 

消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室 中道航空専門官より資料１に基づき説明。 

前回の議事録概要に関する記載のうち、限定機長の訓練と飛行時間について確認・質疑応答がなされた。 

 

（限定機長の訓練） 

 浜松市の限定機長の訓練中の責任について、「航空法上の機長が限定機長となるが、航空法上の機長では

ない専任機長が PICとして責任をとるというのは矛盾があるのではないか。 

➢  限定機長が航空法上の機長として責任をとるということになるが、部内の話で指導者としての責任
が発生するという意味である。 

➢  インシデントが発生した場合、現実的には左席に座る専任機長が何らかの指示を与える等して運用
しているという意味だと理解いただきたい。 

 限定機長を専任機長に昇格させるための訓練と養成方法の一環として乗務させる際にログに機長サイン

をさせる時間ということか。 

➢  限定機長は特定のミッションの資格を取得し、その当該実ミッションで乗務する際には機長時間と
して付けることが可能である。（消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラムに関す

る検討会報告書中３乗務要件の概要参照。特定ミッション訓練中の限定機長は「同乗教育時間」とす

る。） 

 

（飛行時間） 

 飛行時間の取扱について、限定機長や専任機長の飛行時間の付け方は文書として発出されるのか。 

➢  現時点においては文書を出す予定はない。（参考：国空航第 1517号（令和元年 10月 29日付け）「航

空法施行規則別表第二の運用について」） 

 限定機長や専任機長の飛行時間の付け方の適用の範囲は各実施団体に一任されているという見解か。 

➢  この議事録の内容は公開されると理解しており、考え方としてはここで共有されるものと考えてい
る。 

 消防防災ヘリコプター操縦士の二人操縦士体制は特段の追加の資格を得ることなく現行の範囲で適用さ
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れるという理解でよいか。通信士業務を行うために「その他の飛行時間」に付けるために通信士の資格を

新たに取得したという話を聞いたことがある。限定機長・専任機長の範囲では事業用操縦士及びその機体

に係る型式限定資格を保有する、あるいは副操縦士の場合は令和７年までは持たなくてもよいという点

で、通信士資格は不要という理解でよいか。 

➢  通信士資格は今回の件とは関係がない。事業用操縦士の中で取り扱う話である。 

 議事録上では「今般作成された限定機長制度では機長時間が付けられず 1,000 時間までの積み上げが難

しいため、定期航空会社のような見習い機長制度を公的なものとして制定してはどうか。」と記載されて

いるが、見習い機長制度の時間区分はこの表の中に記載されていないのではないか。限定機長が機長時間

を付けられるのは限定機長の認定作業として乗務した場合のみとなっている。ドクターヘリでは 1,000時

間以上の機長時間をもつ者のみが機長として乗務できるが、消防防災ヘリの場合は専任機長の要件は必須

なのか。 

➢  消防防災ヘリ操縦士の乗務要件は運航団体で定めるものであり、既に乗務要件を定めている団体に
おいては必ずしも本乗務要件に従う必要はなく、改めて乗務要件を見直しする場合には消防庁が示し

た基準を参考に定めていただきたい。 

 見習い機長制度が機長時間に生かされていないと思うが、限定機長が見習い機長制度ということか。 

➢  見習い機長制度は消防庁では定めていない。あるミッションまでできる限定資格を持ったものが限
定機長であり、見習い機長制度に代わるものと考えている。 

 

（２）操縦士確保・養成の取組み事例について 

朝日航洋株式会社 安原様より資料２に基づき事業会社の取組みについて説明。 

岐阜県防災航空隊 棚瀬様より資料３に基づき運航団体の取組みについて説明。 

 

（質疑応答では主に認定操縦訓練生制度への質問がなされた。） 

 認定操縦訓練生制度の募集数が毎年２名と少ない印象を受ける。訓練生が採用試験に不合格になる人はい

るのか。 

➢  認定操縦訓練生で採用試験に不合格になる場合は稀だが、体を壊したりや訓練進度が遅いためにリ
タイアした事例はあった。操縦士の採用は認定操縦訓練生だけではなく、キャリア採用や個人でライ

センスを取得した方も採用している。 

 最近は若い操縦士の経験を積む場がなくなってきていると伺っているが、実態はどうか。 

➢  送電線巡視も各電力会社で飛行時間を削減している。農薬散布は現在行われていない。若い操縦士
が飛行時間を積み上げることができる職種が年々減っている。 

 関西圏在住の方が認定訓練生制度に応募できるようフライトセーフティ以外で養成は考えていないか。 

➢  現時点では拡充は考えていない。現状で２名の育成で精いっぱいであり、枠を広げるまでの費用捻
出が出来ていない。 

 操縦士のすそ野拡大という観点から、奨学金制度等を用いた新人操縦士養成の仕組み作りや、具体的には

消防庁委託訓練制度の設立を提案する。 

 限定機長から専任機長への育成にかかる訓練時間の確保と、操縦士各人の技量維持を妨げない訓練時間の

確保というところから、機体の年間飛行時間の見直しを要望する。 

 

（３）操縦士の確保・養成に関する課題等ヒアリングの概要 

消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室 航空専門官より資料４・参考資料１・参考資料２に基づき

説明。 

ヒアリングから抽出された課題を周知し、委員間において意見の交換を行った。 

 

 ヒアリング先が限定的だと考えるが、資料に記載以外の団体にもヒアリング先は広げる意向はあるか 

➢  資料４のヒアリング先は実際に伺った先を記載している。全国の運航団体に対してアンケートを実
施している。 

 

（操縦士：確保段階） 

 確保段階の「本人の意向に応じた広域的な異動機会の確保の在り方」とはどのような意味か。また操縦士

側の意見なのか、運航団体の意見なのか教えていただきたい。操縦士個人として転勤は避けたいという意
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向の方が多いように思われる。 

➢  ヒアリングを実施した中で、運航団体から本人の技術を上げるために人事交流が望ましいと考えら
れる場合でも、自治体を通した人事交流が難しい状況があるという意見を頂いており、広域的な人事

交流・異動が可能な体制についても検討していくべきではないかという意図の意見である。 

 

 

（４）整備士の確保に関する課題等ヒアリングの概要 

消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室 中道航空専門官より資料５・参考資料１に基づき説明。 

ヒアリングから抽出された課題を周知し、委員間において意見の交換を行った。 

 

（確保段階） 

 新卒者の採用について、専門学校の卒業生を採用する場合は二等航空整備士（回転翼）を保有している方

を対象としているように読み取れるが、飛行機の二等航空運航整備士と基本技術Ⅱを持っている新卒者を

採用し育てるということは考えられないか。 

➢  採用を行う運航団体によると考える。各運航団体の整備士とのバランスの中で新卒者を育てる場合
や即戦力を求める場合もある。一概に特定の基準から養成する取り決めをする予定はない。 

 航空隊における採用条件としては「一等航空整備士（回転翼）」となっており、回転翼の条件を付けてい

る。最近の他の団体の例をとっても、「二等航空整備士（回転翼）」という条件で採用している運航団体が

多く、飛行機の条件で採用しているところは少ないと思われる。 

 

（養成段階） 

 特に自主運航団体において養成段階で整備に関与する機会確保をどの様に確保する予定か。 

➢  東京消防庁では消防吏員として採用後に整備士となる。整備の約半分、例えば耐空検査などの中規
模の整備も自隊の整備で行っており、その中で整備スキルを上げる形で整備士の養成を行っている。 

➢  東京消防庁における養成ステップとしては整備の資格がない者は整備士の養成学校に通い二等航空
整備士の資格を取得し、基本技術Ⅱを身に付ける。その後、一等航空整備士の資格の取得を目指すが、

この資格の取得が中々難しい。そのため運航整備士から一等航空整備士というステップは今のところ

ないかと考えられる。 

➢  東京消防庁では機体を４機種保有しており、その中で限定変更を実施する。現在は問題となってい
るのは業務を行いながらの隊内訓練の OJTに時間や手が足りないことである。 

 有資格整備士の実機による経験は、点検を委託（外注）した時に経験させてはどうか。 

➢  受け入れる側の体制が整っているかが問題と考える。頂いた意見を参考にさせていただく。 

 

（操縦士・整備士の確保のすそ野拡大に関して） 

 操縦士及び整備士確保、つまりすそ野拡大については訓練学校、訓練を主に実施する事業者を大いに活用

するのはどうか。消防庁の奨学訓練制度として事業用操縦士を養成することが、事業会社や自主運航団体

でのキャリアパスにつながる第一歩だと考える。 

➢  操縦士の訓練制度については、ヘリコプター操縦士全体の確保ではなく、消防防災ヘリ操縦士に焦
点を当て、その人材確保のためには何が必要なのか掘り下げて検討する必要があると考えている。消

防防災ヘリの運航団体の半分以上は自主運航である。 

 広報の在り方について、テレビ等の影響は大きい。「コードブルー」によってドクターヘリに魅力を感じ

る人は多くなった。消防防災ヘリもドラマ化やドキュメンタリーで取り上げてもらえるとよい。 

➢  先日海上保安庁の操縦士養成がテレビで特集されていた。消防防災ヘリの操縦士・整備士について
もこのような形でメディアを使った形で PR をすることでより多くの方に興味を持ってもらえるので

はないか。 

 

（５）「今後のスケジュール」について 

消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室 中道航空専門官より資料６に基づき説明。 

次回の委員会は３月上旬を候補日として開催する。 
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平 本  隆    帝京大学大学院 研究科総合工学専攻 教授 

稲 継 裕 昭   早稲田大学 政治経済学術院 教授 
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安 藤 和 宏   エアバス・ヘリコプターズ・ジャパン株式会社 運航・訓練部 

飛 弾 清 彦   学校法人ヒラタ学園 航空事業本部 運航部 

宮 内 敏 行   学校法人 浅野学園国際航空専門学校 二等航空整備士（回転翼）コース 学科長 

安 原 達 二   一般社団法人全日本航空事業連合会ヘリコプター部会運航委員会 副委員長 

加 藤 俊 之   東京消防庁 装備部 航空隊 参事兼航空隊長 

海 津 栄 治   千葉市消防局 警防部 航空課 消防航空隊 航空隊長 

佐 川  稔    愛知県 防災航空隊 航空隊長 

野 田 誠 一   神戸市消防局 警防部 航空機動隊 航空副隊長 

小 山 幸 治   熊本県 防災消防航空隊 航空隊長 

岩 﨑 益 行   浜松市消防局 警防課 消防航空隊 運航安全管理者 

小笠原 光 峰   広島市消防局 警防部 警防課 消防航空隊 航空隊長 

小 宮 福 重   東京消防庁 装備部 航空隊 整備係長 

板 東 竜 生   札幌市消防局 警防部 消防救助課 整備担当係長 

橋 本 哲 彰   群馬県 防災航空センター 安全運航管理主監 

棚 瀬 正 樹   岐阜県 防災航空センター 管理監 

 

 

 

【オブザーバー】 

木 内 宏 一   国土交通省 航空局 安全部 運航安全課 乗員政策室長 

釣   慎一朗   国土交通省 航空局 安全部 運航安全課 乗員政策室 課長補佐 

高 尾 拓 矢   防衛省 人事教育局 人材育成課 人材育成班 
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第３回消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関する検討会 
 

議事概要 
 

1. 日時：令和３年３月 12日(金)10時 00分～11時 30分 

 

2. 場所：株式会社三菱総合研究所 4F 大会議室 CR-D,CR-E オンライン Teams会議を併用 

 

3. 参加者 
別紙のとおり 

 

4. 次第 
（１）開会 

（２）挨拶 

（３）議事 

  ア 第２回検討会議事概要について 

イ 本検討会報告書（素案抜粋） 

① 目次 

② 消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成に係る課題 

③ 消防防災ヘリコプター整備士の確保の推進に係る課題 

④ 共同運航の効果と課題 

⑤ 消防防災ヘリコプター操縦士及び整備士のアンケート 

ウ 操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に係る課題への取組事例の紹介 

① 東京消防庁航空隊整備士養成の概要 

② 熊本防災消防航空隊の PR動画と学生アンケート結果 

（４）閉会 

 

5. 議事 

（１）第２回検討会議事概要について 
消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室 中道航空専門官より資料１に基づき説明。 

前回の議事録概要に関する記載のうち、飛行時間について確認・質疑応答がなされた。 

 

 資料１の２頁目記載の飛行時間について確認したい。航空法上一人で操縦できる回転翼航空機において、

航空法上の機長以外に（航空法上操縦士として搭乗が必要でなく、通信士の役割で搭乗している）副操縦

士が搭乗する場合の飛行時間の取り扱いについて、国空乗 390 号、航空機乗組員飛行日誌記入要領の２.

日誌の各欄の記入要領(24)「その他の飛行時間」として記入できるとのことであるが、この取り扱いにつ

いては、当該記入要領に反映されることがあるのか。 

➢  現行の要領に則って記入した場合の取り扱いを検討会の議事録では説明している。要領の文面に疑
義があれば検討するが、（航空法上操縦士として搭乗が必要でなく、通信士の役割で搭乗している）副

操縦士の飛行時間が、その他の飛行時間のうち、ア：操縦者以外の乗組員としての飛行時間に該当す

ることが明確ではないという指摘か。 

➢  その他の飛行時間のア、イ、ウ、エのどれに該当するのかを明確化していただきたい。ア：操縦者以
外の乗組員（航空士、通信士等）としての飛行時間に該当するということであれば、その旨を明確化し

ていただけるとよい。 
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（２）本検討会報告書（素案の抜粋） 

消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室 中道航空専門官より資料２に基づき説明。 

報告書素案の抜粋に関して質疑応答・コメントがなされた。 

 

（第２章、２、(３)限定機長の操縦時に同乗を義務付けられる専任機長の負担軽減のあり方・飛行時間につい

て） 

 第２章、２、(３)運航団体からの意見等に記載の「専任機長に負担をかけている」とする文脈は何か。 

➢  ヒアリングの内容を踏まえ、専任機長が 1名しかいない場合には、OJTを行う分だけ専任機長の負担

が大きくなることを踏まえ記載している。 

 二人操縦士体制となることで月間総飛行時間が減少し技量維持が困難となる。飛行時間を増やすことと、

専任機長の負担軽減が合わないため、この２点は分けてはどうか。 

➢  指摘のとおり技量維持が困難となる。群馬県では年間の飛行時間を 100 時間程度増やすことを取り

組事例として確認している。資料の修正について検討する。 

 副操縦士としての飛行時間について、大阪航空局の先任試験官に問合せ、その他の飛行時間につけてよい

という回答を個別に得ている。その他の飛行時間をつけてもよい旨を明確化する文書を発行していただけ

るとよい。 

➢  個別の確認が都度生じてしまうと煩雑であるため、日誌記入要領を何らかの形で明確化する方向で
検討させていただきたい。 

 第２章、２、(３)運航団体からの意見等に記載の「副操縦士の時間がその他にしか含められないのが問題

である」の意図は何か。もともと専任機長の横に乗る副操縦士が、専任機長になるための時間を積むこと

が困難であることを解決するために、限定機長という制度を作ったと理解している。 

➢  限定機長として搭乗する際には機長時間を記載することができるため、その点について言及したい。 
 隊内で OJTを行う際に、訓練を受ける若手操縦士が機長として右席に座り、指導をする操縦士は副操縦士

として左席に乗務する。航空局からの確認も受けて、副操縦士は通信士業務を行うものと整理して「その

他の飛行時間」を加算しており、現行の要領でも問題ないと考える。その他の飛行時間の解釈について更

に明記する必要性は特段感じていない。 

➢  その他の飛行時間のつけ方の解釈について共通の理解が得られるよう検討を進める。 

 

（第２章、３、(４)委託運航団体への養成経費の財政支援のあり方について） 

 航空大学校の回転翼操縦士養成課程のコース閉鎖は約 20年前のことであり、背景として私立大学や専門

学校などの民間機関での養成能力が向上したことが挙げられる。また、航空大学校のコース閉鎖後、現在

に至るまで民間機関が養成の役割を果たしていることも事実である。全体を概括するうえで客観的な分析

とするため、これら事実関係を整理し、背景を記載いただきたい。また、朝日航洋のような一部の運航事

業者では自社養成に取り組んでいる事実も記載いただきたい。 

➢  たしかに航空大学校の回転翼操縦士養成課程のコース閉鎖は 20年前の状況であり、民間の養成課程

はかなり普及してきている。現時点で民間の私立大学の養成実績や費用面を考えると、志望者の費用

負担や運航事業会社の費用負担が大きいことを表現していると理解している。一方で当初の目的通り

の養成数を達成できているかも問題である。そうしたデータがあれば反映のうえ関係者各位の理解が

得られる。 

➢  帝京大学ヘリパイロットコースが 2010 年から設立されているが実際の入学者数は予想よりも少な

く、養成の全体数が不足している。高い志を持つ学生が尽力している中、やはり養成費が高額である

ことが課題となっている。 

➢  たしかに民間機関の養成費は航空大学校の回転翼操縦士養成課程と比較すると高額である。関西地
区に４社ほど事業用操縦士の養成施設を保有しており、専門学校としての養成能力は十分と考える。

また、消防防災ヘリコプターの操縦士を政令指定都市・消防航空隊及び事業会社が確保する際に、飛

行時間で制限をかけず事業用免許を取得したての若手操縦士を幅広く募集できる形にできると、訓練

を受けたい者も増えてくるのではないか。 
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（奨学金制度に関して） 

 操縦士の養成・確保のすそ野拡大のための仕組みづくりとして、農林水産協会が実施していた委託訓練制

度に則った奨学金制度を以前より提案している。訓練の初期費用を消防庁が負担することになるが、返済

されないわけではないため、利益供与にはならないと考えている。報告書に記載いただくとともに制度を

検討いただけないか。 

➢  奨学金制度については消防庁のみに限らず広い枠組みで考える必要がある。 

 

（３）操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に係る課題への取組事例の紹介 

東京消防庁装備部航空隊 小宮様より資料３に基づき整備士の自隊養成のスキームについて説明。 

熊本県防災消防航空隊 小山様より資料４に基づき航空隊の PRの取組みについて説明。 

 

（東京消防庁の取組みについて） 

 整備士の選抜試験はどのような内容で、対象者は誰か。 

➢  選抜試験は１日で行う。まず面接を実施し、次に適性検査を行う。基本技術の中では、毎年出題を変
えるなどの工夫をしているが、現状として適正を見極めることが難しい。選抜試験をもって整備士の

技能証明を取得していない者を毎年１名採用し、これとは別に二等航空整備士資格保有者向けの選抜

試験を通年で実施する。 

 応募者は毎年何名いるか。 

➢  ３年前までは技能証明を保有していない者が毎年 10名程度いたが、ここ数年は５名程度となってお

り、その中で１名を選抜している。 

 内部選抜で消防吏員から募集した整備士本人の希望に応じて整備士以外のポスト、所長や隊長等になる等

のキャリアプランはあるか。 

➢  整備士に定年まで航空隊に在籍してほしいと考えて養成している。整備士として採用後、まずは消
防署での勤務から開始する。また、実際に航空隊に入隊してから整備士の仕事が合わない場合もあり、

消防署への勤務に戻る。 

➢  いままで消防司令長になった整備士もいる。近年では組織が大きくなり、階級が増えた。そのため
人数自体はかなり少なくなるが、最終的に隊長・副隊長などの管理職についてもらいたいと考え、整

備士の指導と組織階級の整備を行っている。 

 

（熊本県防災消防航空隊の取組みについて） 

 大学と連携しているとのことだが、学生が単位を取得できる仕組みか。また学生が実際に航空隊に就職し

た事例など実績はあるか。 

➢  単位が取得可能かに関しては当隊では認識していない。３年前から崇城大学工学部の３年生を受け
入れている。航空隊への就職事例はまだないが、この経験を受けてヘリコプターに携わる進路を選択

した例があると聞いている。 

➢  よい取り組みと考えるため、引き続き尽力いただきたい。 
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消防防災ヘリコプター操縦士の確保・養成及び整備士の確保の推進に関する検討会 
委員等名簿 

 

【委員】 

平 本  隆    帝京大学大学院 理工学研究科総合工学専攻 教授 

稲 継 裕 昭   早稲田大学 政治経済学術院 教授 

小 林 啓 二   国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 航空技術部門 

          次世代航空イノベーションハブ災害対応航空技術チーム 

齊 藤  茂    国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 チーフエンジニア室 客員 

安 藤 和 宏   エアバス・ヘリコプターズ・ジャパン株式会社 運航・訓練部 

飛 弾 清 彦   学校法人ヒラタ学園 航空事業本部 運航部 

宮 内 敏 行   学校法人 浅野学園国際航空専門学校 二等航空整備士（回転翼）コース 学科長 

安 原 達 二   一般社団法人全日本航空事業連合会ヘリコプター部会運航委員会 副委員長 

加 藤 俊 之   東京消防庁 装備部 航空隊 参事兼航空隊長 

海 津 栄 治   千葉市消防局 警防部 航空課 消防航空隊 航空隊長 

佐 川  稔    愛知県 防災航空隊 航空隊長 

野 田 誠 一   神戸市消防局 警防部 航空機動隊 航空副隊長 

小 山 幸 治   熊本県 防災消防航空隊 航空隊長 

岩 﨑 益 行   浜松市消防局 警防課 消防航空隊 運航安全管理者 

小笠原 光 峰   広島市消防局 警防部 警防課 消防航空隊 航空隊長 

小 宮 福 重   東京消防庁 装備部 航空隊 整備係長 

板 東 竜 生   札幌市消防局 警防部 消防救助課 整備担当係長 

橋 本 哲 彰   群馬県 防災航空センター 安全運航管理主監 

 

 

【オブザーバー】 

木 内 宏 一   国土交通省 航空局 安全部 運航安全課 乗員政策室長 

釣   慎一朗   国土交通省 航空局 安全部 運航安全課 乗員政策室 課長補佐 

高 尾 拓 矢   防衛省 人事教育局 人材育成課 人材育成班 

小 森 武 彦   警察庁 警備局 警備運用部 警備第二課 課長補佐 

菊 地 謙 治   海上保安庁 警備救難部管理課 航空業務管理室 航空機安全運航対策官 

田 島 直 明   東京航空計器株式会社 羽田事業部地上訓練所 所長 

髙 村 知 孝   全国航空消防防災協議会 事務局長 

 

【事務局】 

消防庁 国民保護・防災部 防災課 広域応援室 
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消消防防防防災災ヘヘリリココププタターー共共同同運運航航体体制制にに関関すするる意意見見交交換換会会  

委委員員名名簿簿 

 
【【委委員員】】  

平 本  隆    帝京大学大学院 理工学研究科 総合工学専攻 教授 
安 原 達 二   一般社団法人全日本航空事業連合会ヘリコプター部会 

運航委員会副委員長 
加 藤 俊 之   東京消防庁 装備部 航空隊 参事兼航空隊長 
小 宮 福 重   東京消防庁 装備部 航空隊 整備係長 
齊 藤  修    秋田県消防防災航空隊 運航安全管理者 専門員 

関 屋 克 幸   秋田県消防防災航空隊 飛行小隊長 
岩 﨑 益 行   浜松市消防局 警防課 消防航空隊 運航安全管理者 
野 田 誠 一   神戸市消防局 警防部 航空機動隊 航空副隊長 
小笠原 光 峰   広島市消防局 警防部 警防課 消防航空隊 航空隊長 

 

【【事事務務局局】】  

 消防庁 国民保護・防災部 防災課 広域応援室 
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消消防防防防災災ヘヘリリココププタターー共共同同運運航航体体制制にに関関すするる意意見見交交換換会会    

開開催催要要綱綱  
 

（（趣趣旨旨））  
消防防災ヘリコプターの更なる安全性向上・充実強化を図るため、相互応援体制の充

実に向け取り組むほか、運航体制の広域化についての実現可能性や共同運航も含め

た連携強化についての検討を行う。 
 
【参考】※ 「消防防災ヘリコプターの安全運航の確保に関する小委員会」提言書から抜粋 

１ 自由民主党消防議員連盟提言書 

(1) 航空消防防災体制の充実強化 

ア 将来的な１都道府県域で２機以上の運航体制の構築に向けた消防庁ヘリコプ

ターの追加配備等 

（略） 

また、既に都道府県域において２機以上配備され、複数の運航団体がある地域

については相互応援協定の更なる充実のほか、共同運航も含めた連携の強化を目

指すこと。 

※ 兵庫県及び神戸市においては、それぞれが保有する消防防災ヘリコプターを

神戸市が一体的に運航管理する共同運航体制を採用しており、航空隊員等には

県市の身分を併せ持たせている。 

 

イ ブロック単位での共同運航体制の構築に向けた検討 

消防防災ヘリコプターのブロック単位での共同運航（都道県及び政令 市の基

地及びヘリコプターは、現状のまま存置する。）については、委託事務の共同化

や導入機種の同一化（単一機種又は用途を踏まえた大型、中型等の複数機種）等

を図ることにより、より迅速な応援体制の構築、運航不能期間の縮減、操縦士の

広域的な人事異動、航空隊員の訓練の充実、修繕部品の一括調達等による管理費

用の縮減等が見込まれる。このため、ブロック単位での共同運航を視野に入れ、

特定の地方ブロックをモデルとして、将来的な共同運航体制の構築に向けた課題

の整理、国の支援の在り方等について検討を行うこと。 

あわせて、機体保有や操縦士の養成を全国的に一元化する組織を創設すること

についても、長期的な視点から検討すること。 
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消消防防防防災災ヘヘリリココププタターー共共同同運運航航体体制制にに関関すするる意意見見交交換換会会    

開開催催概概要要とと議議事事内内容容  

〇第１回 

令和３年１月 25日(月)13時 30分～15時 00分 

株式会社三菱総合研究所 4F 大会議室 C オンライン Teams会議を併用 

（議事内容） 

 意見交換会の趣旨について 

 相互応援協定の締結状況 

 消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラム（案）について 

事例紹介（共同運航の事例） 

ア 兵庫県・神戸市の取組 

イ 秋田県・秋田県警の取組 

共同運航に関する課題等ヒアリングの概要
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共同運航に関する課題等
ヒアリングの概要

項目 機体・部品の調達等 操縦士の育成

運航目的
【共通課題】
・ミッション（山岳救助・救急搬送等）の類似性の確保（北海道、岐阜県、和歌山県）
・複数機で適材適地なミッションの分担（北海道）

運航期間
【共通課題】
・耐空検査時期の重複の回避（北海道）
・故障した場合の運休期間の最小化（愛知県、岡山市）

運航経費

【共通課題】
・運航に要する費用負担ルールのあり方（北海道、川崎市）
【個別課題】
・機体・部品調達や修繕に要する費用負ルー
ルのあり方（石川県、岡山市）
・機体・部品調達や修繕時の三者契約手続の
あり方（札幌市）

【個別課題】
・給与水準等待遇の格差の調整（北海道）

その他
【個別課題】
・機体の更新時期の重複の回避（北海道）
・機体の型式の類似性の確保
（島根県、札幌市、川崎市）

【個別課題】
・実機を用いた訓練時間の確保（横浜市）
・ミッションや地域特性に応じた訓練方法の
あり方（和歌山県）

○ヒアリング結果を踏まえて抽出された課題（精査中）

共同運航体制に関する課題等ヒアリングの概要
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消 防 広 第 ６ 号 

平 成 3 0 年 １ 月 ９ 日 

 

各都道府県消防防災主管部長 

東京消防庁・関係指定都市消防長 

 

消防庁国民保護・防災部防災課 

広 域 応 援 室 長 

 

 
「ドクターヘリ、消防・防災ヘリ操縦士の乗務要件及び 

訓練プログラムに関する検討委員会」の検討結果について（通知） 

 

 

消防防災ヘリコプターの更なる安全性向上及び充実強化を推進するため、消防庁で開催

している「消防防災ヘリコプターの安全性向上・充実強化に関する検討会」において、消

防防災ヘリコプター操縦士の養成・確保策等についても検討を行っており、この中で、国

土交通省航空局でとりまとめられた標記検討結果を踏まえ、これを有効活用していくべき

との結論に至ったところです。 

つきましては、標記検討結果を別添のとおり周知いたします。 

消防防災ヘリコプターの運航は航空運送事業として規制対象になるものではありません

が、消防防災ヘリコプターの運航を民間委託する場合には、別添の内容を踏まえ、安全確

保、操縦士養成について、特段のご配慮をお願いいたします。 

また、独自の訓練プログラム等を設け、操縦士養成、訓練を行っている場合には、従前

のとおり乗務要件等を設定していただくものですが、必要に応じ、別添の内容を参考とし

てくださいますようお願いいたします。 

なお、訓練プログラムの訓練内容の設定及び能力確認方法については、引き続き検討を

進めていく予定としております。 

本通知は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第37条の規定に基づく助言として発出

するものであることを申し添えます。 

 

【問い合わせ先】 
消防庁広域応援室航空係 井本・殿谷・金井・横山 
電話 03-5253-7527 
FAX  03-5253-7537 
E-mail t.kanai@soumu.go.jp 

殿 

事 務 連 絡

平成２９年６月２６日

総務省消防庁国民保護・防災部防災課長 殿

国土交通省航空局安全部

運航安全課長

消防・防災ヘリ操縦士の乗務要件、訓練プログラム等について（通知）

標記については、平成 年 月に設置した「ドクターヘリ、消防・防災ヘ

リ操縦士の乗務要件及び訓練プログラムに関する検討委員会」（委員長：平本

隆 帝京大学理工学部教授）において検討が行われたところ、今般、消防・

防災ヘリ操縦士の乗務要件、訓練プログラム等について、別添のとおりとり

まとめられましたので、通知します。

なお、消防・防災ヘリ操縦士の養成、技量確保のために独自の訓練プログラ

ム等を設け、これに従って操縦士養成、訓練を行っている場合にあっては、各

航空隊における業務の内容や、訓練プログラムの内容・実績に応じて、本件内

容とは別に乗務要件等を設定することを妨げるものではありません。
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消 防 広 第 ６ 号 

平 成 3 0 年 １ 月 ９ 日 

 

各都道府県消防防災主管部長 

東京消防庁・関係指定都市消防長 

 

消防庁国民保護・防災部防災課 

広 域 応 援 室 長 

 

 
「ドクターヘリ、消防・防災ヘリ操縦士の乗務要件及び 

訓練プログラムに関する検討委員会」の検討結果について（通知） 

 

 

消防防災ヘリコプターの更なる安全性向上及び充実強化を推進するため、消防庁で開催

している「消防防災ヘリコプターの安全性向上・充実強化に関する検討会」において、消

防防災ヘリコプター操縦士の養成・確保策等についても検討を行っており、この中で、国

土交通省航空局でとりまとめられた標記検討結果を踏まえ、これを有効活用していくべき

との結論に至ったところです。 

つきましては、標記検討結果を別添のとおり周知いたします。 

消防防災ヘリコプターの運航は航空運送事業として規制対象になるものではありません

が、消防防災ヘリコプターの運航を民間委託する場合には、別添の内容を踏まえ、安全確

保、操縦士養成について、特段のご配慮をお願いいたします。 

また、独自の訓練プログラム等を設け、操縦士養成、訓練を行っている場合には、従前

のとおり乗務要件等を設定していただくものですが、必要に応じ、別添の内容を参考とし

てくださいますようお願いいたします。 

なお、訓練プログラムの訓練内容の設定及び能力確認方法については、引き続き検討を

進めていく予定としております。 

本通知は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第37条の規定に基づく助言として発出

するものであることを申し添えます。 

 

【問い合わせ先】 
消防庁広域応援室航空係 井本・殿谷・金井・横山 
電話 03-5253-7527 
FAX  03-5253-7537 
E-mail t.kanai@soumu.go.jp 

殿 

事 務 連 絡

平成２９年６月２６日

総務省消防庁国民保護・防災部防災課長 殿

国土交通省航空局安全部

運航安全課長

消防・防災ヘリ操縦士の乗務要件、訓練プログラム等について（通知）

標記については、平成 年 月に設置した「ドクターヘリ、消防・防災ヘ

リ操縦士の乗務要件及び訓練プログラムに関する検討委員会」（委員長：平本

隆 帝京大学理工学部教授）において検討が行われたところ、今般、消防・

防災ヘリ操縦士の乗務要件、訓練プログラム等について、別添のとおりとり

まとめられましたので、通知します。

なお、消防・防災ヘリ操縦士の養成、技量確保のために独自の訓練プログラ

ム等を設け、これに従って操縦士養成、訓練を行っている場合にあっては、各

航空隊における業務の内容や、訓練プログラムの内容・実績に応じて、本件内

容とは別に乗務要件等を設定することを妨げるものではありません。
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消防防災ヘリコプターの運航に関する基準（消防庁告示第四号） 

 

目次 

 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第二章 消防防災ヘリコプターの運航体制（第三条―第九条） 

第三章 教育訓練等（第十条―第十四条） 

第四章 航空消防活動（第十五条―第十九条） 

第五章 航空機事故対策（第二十条・第二十一条） 

第六章 相互応援協定等（第二十二条・第二十三条） 

附則 

 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この基準は、消防防災ヘリコプターの運航に関する基本的事項を定めることにより、航空消防

活動の安全かつ円滑な遂行に資することを目的とする。 

 

（用語の意義） 

第二条 この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 消防防災ヘリコプター地方公共団体が運航する回転翼航空機（消防の用に供するものに限る。）を 

いう。 

二 運航団体消防防災ヘリコプターを運航する地方公共団体をいう。 

三 航空消防活動消防防災ヘリコプターを用いて行う消火、救急業務、人命の救助、情報収集、輸送そ 

の他の消防の活動（これらの活動に係る訓練を含む。）をいう。 

四 航空消防活動従事者消防防災ヘリコプターに乗り組んでその運航又は航空消防活動に従事する者

をいう。 

 

第二章 消防防災ヘリコプターの運航体制 

 

（運航体制の整備充実） 

第三条 運航団体は、消防防災ヘリコプターの運航の安全の確保のために必要な組織及び施設設備の整

備充実を図るものとする。 

 

（運航規程等の整備） 

第四条 運航団体は、消防防災ヘリコプターの出発の承認の判断基準、運航中の留意事項その他の運航

の管理に必要な事項について記載した消防防災ヘリコプターの運航に関する規程（第十六条において
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消防防災ヘリコプターの運航に関する基準（消防庁告示第四号） 

 

目次 

 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第二章 消防防災ヘリコプターの運航体制（第三条―第九条） 

第三章 教育訓練等（第十条―第十四条） 

第四章 航空消防活動（第十五条―第十九条） 

第五章 航空機事故対策（第二十条・第二十一条） 

第六章 相互応援協定等（第二十二条・第二十三条） 

附則 

 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この基準は、消防防災ヘリコプターの運航に関する基本的事項を定めることにより、航空消防

活動の安全かつ円滑な遂行に資することを目的とする。 

 

（用語の意義） 

第二条 この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 消防防災ヘリコプター地方公共団体が運航する回転翼航空機（消防の用に供するものに限る。）を 

いう。 

二 運航団体消防防災ヘリコプターを運航する地方公共団体をいう。 

三 航空消防活動消防防災ヘリコプターを用いて行う消火、救急業務、人命の救助、情報収集、輸送そ 

の他の消防の活動（これらの活動に係る訓練を含む。）をいう。 

四 航空消防活動従事者消防防災ヘリコプターに乗り組んでその運航又は航空消防活動に従事する者

をいう。 

 

第二章 消防防災ヘリコプターの運航体制 

 

（運航体制の整備充実） 

第三条 運航団体は、消防防災ヘリコプターの運航の安全の確保のために必要な組織及び施設設備の整

備充実を図るものとする。 

 

（運航規程等の整備） 

第四条 運航団体は、消防防災ヘリコプターの出発の承認の判断基準、運航中の留意事項その他の運航

の管理に必要な事項について記載した消防防災ヘリコプターの運航に関する規程（第十六条において
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「運航規程」という。）を定めるものとする。 

２ 運航団体は、消防防災ヘリコプターの安全かつ効率的な運航のために全ての利用可能な人員、資機

材及び情報を効果的に活用する措置（ＣＲＭ）に係る実施要領を定めるものとする。 

３ 運航団体は、運航中の消防防災ヘリコプターにおける航空消防活動従事者による周囲の監視及び機

長の注意を喚起するための措置（ボイス・プロシージャー）に係る実施要領を定めるものとする。 

４ 運航団体は、山岳救助、水難救助その他の特に安全の確保に配慮する必要があると認める航空消防

活動の類型ごとに、地域特性等を考慮して、消防防災ヘリコプターに乗り組ませる航空消防活動従事者

の数、積載する資機材、要救助者の救出方法その他の航空消防活動の実施に必要な事項について記載し

た活動要領を定めるものとする。 

 

（運航責任者及び運航安全管理者の配置） 

第五条 運航団体は、消防防災ヘリコプターが配置されている拠点に、運航責任者及び運航安全管理者

を配置するものとする。 

２ 運航責任者は、消防防災ヘリコプターの出発の承認、航空消防活動の中止の指示その他の消防防災

ヘリコプターの運航の管理に関する事務をつかさどるものとする。 

３ 運航安全管理者は、航空機の運航その他の航空消防活動に関する専門的な知見を有する者をもって

充てるものとし、消防防災ヘリコプターの運航の安全を確保する観点から、運航責任者、機長その他の

関係者に対する消防防災ヘリコプターの運航、航空消防活動の実施、航空消防活動従事者の健康管理そ

の他必要と認める事項に関する助言、第十三条に規定する教育訓練等基本計画及び第十四条に規定す

る教育訓練等実施計画の立案、これらの業務に必要な調査研究等を行うものとする。 

４ 運航団体は、運航責任者の事務を補助するため必要な職員を置くものとする。 

 

（二人操縦士体制） 

第六条 航空消防活動を行う消防防災ヘリコプターには、操縦士（航空法（昭和二十七年法律第二百三十

一号）第二十八条の規定により当該消防防災ヘリコプターを操縦することができる航空従事者（定期運

送用操縦士又は事業用操縦士の資格についての技能証明を有する者に限る。）をいう。以下同じ。）二名

を乗り組ませるものとする。 

２ 運航責任者は、前項の操縦士のうち一名を機長に、他の一名を副操縦士に、それぞれ指定するものと

する。 

３ 副操縦士は、機長が行う操縦の補助及び周囲の監視を行うとともに、機長に事故があるときは、機長

に代わってその職務を行うものとする。 

 

（機長及び副操縦士の乗務要件） 

第七条 運航団体は、航空法その他の関係法令が定めるもののほか、「ドクターヘリ、消防・防災ヘリ操

縦士の乗務要件及び訓練プログラムに関する検討委員会」の検討結果について（平成三十年一月九日消

防広第六号消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室長通知）を踏まえ、その消防防災ヘリコプターの

機長に必要な飛行経歴その他の要件を定めるものとする。 

２ 運航団体が第十一条の規定により計画を定めて操縦士の養成訓練を行っており、当該養成訓練のた

めに必要と認める場合には、運航団体が安全性を考慮して定める一定の航空消防活動に限り、当該航空

消防活動を行う消防防災ヘリコプターの機長に必要な要件は、前項の要件とは別に定めることができ

るものとする。 

３ 運航団体は、その消防防災ヘリコプターの副操縦士に必要な飛行経歴その他の要件を定めるものと

する。 

４ 機長又は副操縦士は、それぞれ第一項又は前項の規定により運航団体が定めた要件を満たす操縦士

でなければならないものとする。ただし、運航団体が第二項の規定による要件を定めている場合におけ

る同項に規定する一定の航空消防活動を行う消防防災ヘリコプターの機長については、当該要件を満

たす操縦士でなければならないものとする。 

 

（航空消防活動指揮者） 

第八条 運航責任者は、航空消防活動の実施に当たっては、航空消防活動指揮者を指定するものとする。 

２ 航空消防活動指揮者は、消防防災ヘリコプターに乗り組んで、航空法その他の関係法令の規定によ

り機長が行うものとされている権限を除き、航空消防活動の実施に関し、航空消防活動従事者を指揮監

督するものとする。 

 

（消防防災ヘリコプターに備える装備等） 

第九条 運航団体は、航空法その他の関係法令の規定により必要とされるもののほか、運航の安全の確

保に資するために消防防災ヘリコプターに別表第一に掲げる装備、装置及び資機材を備えるものとす

る。 

２ 運航団体は、地域の実情に応じて、運航の安全の確保に資するために消防防災ヘリコプターに別表

第二に掲げる装備、装置及び資機材を備えるよう努めるものとする。 

 

第三章 教育訓練等 

 

（教育訓練） 

第十条 運航団体は、次に掲げる教育訓練を行うものとする。 

一 操縦士の操縦技能の習得維持に必要な飛行訓練及びシミュレーターを用いた緊急操作訓練 

二 第四条第二項に規定する措置を円滑に実施するための訓練 

三 前二号に掲げるもののほか、航空消防活動従事者の安全の確保に資する訓練 

 

（操縦士の養成訓練） 

第十一条 運航団体は、将来にわたり操縦士を安定的に確保できるよう、計画を定めて必要な操縦士の

養成訓練を行うものとする。 

 

（操縦士の操縦技能の確認） 

第十二条 運航団体は、操縦士の効率的な養成及び安全かつ確実な航空消防活動に資するため、毎年、当

該運航団体の操縦士の操縦技能の確認を行うものとする。 
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「運航規程」という。）を定めるものとする。 

２ 運航団体は、消防防災ヘリコプターの安全かつ効率的な運航のために全ての利用可能な人員、資機

材及び情報を効果的に活用する措置（ＣＲＭ）に係る実施要領を定めるものとする。 

３ 運航団体は、運航中の消防防災ヘリコプターにおける航空消防活動従事者による周囲の監視及び機

長の注意を喚起するための措置（ボイス・プロシージャー）に係る実施要領を定めるものとする。 

４ 運航団体は、山岳救助、水難救助その他の特に安全の確保に配慮する必要があると認める航空消防

活動の類型ごとに、地域特性等を考慮して、消防防災ヘリコプターに乗り組ませる航空消防活動従事者

の数、積載する資機材、要救助者の救出方法その他の航空消防活動の実施に必要な事項について記載し

た活動要領を定めるものとする。 

 

（運航責任者及び運航安全管理者の配置） 

第五条 運航団体は、消防防災ヘリコプターが配置されている拠点に、運航責任者及び運航安全管理者

を配置するものとする。 

２ 運航責任者は、消防防災ヘリコプターの出発の承認、航空消防活動の中止の指示その他の消防防災

ヘリコプターの運航の管理に関する事務をつかさどるものとする。 

３ 運航安全管理者は、航空機の運航その他の航空消防活動に関する専門的な知見を有する者をもって

充てるものとし、消防防災ヘリコプターの運航の安全を確保する観点から、運航責任者、機長その他の

関係者に対する消防防災ヘリコプターの運航、航空消防活動の実施、航空消防活動従事者の健康管理そ

の他必要と認める事項に関する助言、第十三条に規定する教育訓練等基本計画及び第十四条に規定す

る教育訓練等実施計画の立案、これらの業務に必要な調査研究等を行うものとする。 

４ 運航団体は、運航責任者の事務を補助するため必要な職員を置くものとする。 

 

（二人操縦士体制） 

第六条 航空消防活動を行う消防防災ヘリコプターには、操縦士（航空法（昭和二十七年法律第二百三十

一号）第二十八条の規定により当該消防防災ヘリコプターを操縦することができる航空従事者（定期運

送用操縦士又は事業用操縦士の資格についての技能証明を有する者に限る。）をいう。以下同じ。）二名

を乗り組ませるものとする。 

２ 運航責任者は、前項の操縦士のうち一名を機長に、他の一名を副操縦士に、それぞれ指定するものと

する。 

３ 副操縦士は、機長が行う操縦の補助及び周囲の監視を行うとともに、機長に事故があるときは、機長

に代わってその職務を行うものとする。 

 

（機長及び副操縦士の乗務要件） 

第七条 運航団体は、航空法その他の関係法令が定めるもののほか、「ドクターヘリ、消防・防災ヘリ操

縦士の乗務要件及び訓練プログラムに関する検討委員会」の検討結果について（平成三十年一月九日消

防広第六号消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室長通知）を踏まえ、その消防防災ヘリコプターの

機長に必要な飛行経歴その他の要件を定めるものとする。 

２ 運航団体が第十一条の規定により計画を定めて操縦士の養成訓練を行っており、当該養成訓練のた

めに必要と認める場合には、運航団体が安全性を考慮して定める一定の航空消防活動に限り、当該航空

消防活動を行う消防防災ヘリコプターの機長に必要な要件は、前項の要件とは別に定めることができ

るものとする。 

３ 運航団体は、その消防防災ヘリコプターの副操縦士に必要な飛行経歴その他の要件を定めるものと

する。 

４ 機長又は副操縦士は、それぞれ第一項又は前項の規定により運航団体が定めた要件を満たす操縦士

でなければならないものとする。ただし、運航団体が第二項の規定による要件を定めている場合におけ

る同項に規定する一定の航空消防活動を行う消防防災ヘリコプターの機長については、当該要件を満

たす操縦士でなければならないものとする。 

 

（航空消防活動指揮者） 

第八条 運航責任者は、航空消防活動の実施に当たっては、航空消防活動指揮者を指定するものとする。 

２ 航空消防活動指揮者は、消防防災ヘリコプターに乗り組んで、航空法その他の関係法令の規定によ

り機長が行うものとされている権限を除き、航空消防活動の実施に関し、航空消防活動従事者を指揮監

督するものとする。 

 

（消防防災ヘリコプターに備える装備等） 

第九条 運航団体は、航空法その他の関係法令の規定により必要とされるもののほか、運航の安全の確

保に資するために消防防災ヘリコプターに別表第一に掲げる装備、装置及び資機材を備えるものとす

る。 

２ 運航団体は、地域の実情に応じて、運航の安全の確保に資するために消防防災ヘリコプターに別表

第二に掲げる装備、装置及び資機材を備えるよう努めるものとする。 

 

第三章 教育訓練等 

 

（教育訓練） 

第十条 運航団体は、次に掲げる教育訓練を行うものとする。 

一 操縦士の操縦技能の習得維持に必要な飛行訓練及びシミュレーターを用いた緊急操作訓練 

二 第四条第二項に規定する措置を円滑に実施するための訓練 

三 前二号に掲げるもののほか、航空消防活動従事者の安全の確保に資する訓練 

 

（操縦士の養成訓練） 

第十一条 運航団体は、将来にわたり操縦士を安定的に確保できるよう、計画を定めて必要な操縦士の

養成訓練を行うものとする。 

 

（操縦士の操縦技能の確認） 

第十二条 運航団体は、操縦士の効率的な養成及び安全かつ確実な航空消防活動に資するため、毎年、当

該運航団体の操縦士の操縦技能の確認を行うものとする。 
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（教育訓練等基本計画） 

第十三条 運航団体は、第十条に規定する教育訓練、第十一条に規定する操縦士の養成訓練及び前条に

規定する操縦士の操縦技能の確認（以下「教育訓練等」という。）を実施するに当たっては、次に掲げ

る事項について定めた教育訓練等基本計画を作成するものとする。 

一 教育訓練等の目標及び内容並びにその実施方法 

二 教育訓練等に係る安全管理対策 

三 教育訓練等に必要な施設設備の整備計画 

四 教育訓練等に当たる指導者の確保及び養成のための対策 

五 前各号に掲げるもののほか、教育訓練等を効果的かつ安全に実施するために必要な事項 

２ 運航団体は、毎年、教育訓練等基本計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正する

ものとする。 

 

（教育訓練等実施計画） 

第十四条 運航団体は、教育訓練等基本計画に基づき、毎年、次に掲げる事項について定めた教育訓練等

実施計画を作成するものとする。 

一 年間の教育訓練等の目標及び内容並びにその実施方法 

二 年間の教育訓練等の対象者 

三 年間の教育訓練等の時間数及び実施時期 

四 前三号に掲げるもののほか、年間の教育訓練等を円滑に実施するために必要な事項 

 

第四章 航空消防活動 

 

（調査） 

第十五条 運航団体は、航空消防活動の安全かつ円滑な実施を図るため、当該運航団体の区域、当該運航

団体と航空消防活動の実施に関し相互に応援する協定（第二十二条において「相互応援協定」という。）

を締結している他の地方公共団体の区域その他当該運航団体の消防防災ヘリコプターを運航すること

が見込まれる区域における次に掲げる事項について、調査を行うものとする。 

一 地勢の状況 

二 航空消防活動の必要がある災害の発生するおそれのある場所並びにその地形及び気象の状況 

三 飛行場外離着陸場、山林火災の消火に係る給水場所、消防防災ヘリコプターの燃料の補給施設その

他の航空消防活動の実施に必要な施設設備の状況、位置、構造及び管理状態 

四 前三号に掲げるもののほか、運航団体が必要と認める事項 

 

（消防防災ヘリコプターの出発の承認等） 

第十六条 機長は、消防防災ヘリコプターを出発させるに当たっては、運航規程の定めるところにより、

運航責任者の承認を得るものとする。 

２ 運航責任者は、気象の状況、航空消防活動の内容及びその実施場所の状況等を可能な限り詳細に把

握し、運航規程の定めるところにより、前項の承認の可否を判断するものとする。 

３ 航空消防活動を行うため消防防災ヘリコプターを運航しようとするときは、機長は、航空法第七十

三条の二に規定する確認のほか、航空消防活動指揮者による他の航空消防活動従事者に対する当該航

空消防活動の目的、内容、現場の状況等に係る説明が終了した後に、消防防災ヘリコプターを出発させ

るものとする。 

４ 航空消防活動を行うため消防防災ヘリコプターを運航しようとするときは、運航責任者は、他の消

防隊又は救急隊との連携に十分配慮するものとする。 

 

（機長及び航空消防活動指揮者の運航中の安全対策） 

第十七条 機長及び航空消防活動指揮者は、消防防災ヘリコプターの運航中は、運航体制、周辺の気象の

状況及び地理的条件、消防防災ヘリコプターの機体の特性、操縦士の操縦技能等を踏まえ、安全管理に

十分配慮し、必要に応じて航空消防活動を中止する判断を行うものとする。 

２ 機長又は航空消防活動指揮者は、航空消防活動を中止する判断を行った場合は、速やかにその旨を

運航責任者に報告するものとする。 

 

（運航責任者の運航中の安全対策） 

第十八条 運航責任者は、消防防災ヘリコプターの運航中は、衛星通信を活用した消防防災ヘリコプタ

ーの動態を管理するシステム等による飛行状況の監視及び航空消防活動の現場の状況、気象の状況そ

の他の航空消防活動に関する情報の収集を行い、必要に応じて機長及び航空消防活動指揮者に当該情

報を提供するとともに、航空消防活動を安全に実施することが困難であると認める場合には、機長及び

航空消防活動指揮者に対し、航空消防活動を中止するよう指示するものとする。 

 

（関係機関との連絡体制） 

第十九条 運航団体は、航空消防活動の実施に関し、航空機を用いた捜索及び救助を行う他の行政機関

（第二十三条において「関係機関」という。）と相互に緊密に連絡する体制を整備するよう努めるもの

とする。 

 

第五章 航空機事故対策 

 

（航空機事故発生時の捜索救助体制の確立及び報告） 

第二十条 運航団体は、消防防災ヘリコプターに係る事故（航空法第七十六条第一項各号に掲げる事故

に限る。次条において同じ。）が発生した場合又は発生した疑いがある場合には、速やかに当該消防防

災ヘリコプターの捜索及び救助の体制を確立するものとする。 

２ 前項の場合においては、運航団体は、速やかにその旨を消防庁長官に報告するものとする。 

 

（事故が発生するおそれのある事案に係る報告） 

第二十一条 運航団体は、消防防災ヘリコプターに係る事故が発生するおそれのある事案が生じた場合

は、その旨を消防庁長官に報告するものとする。 
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（教育訓練等基本計画） 

第十三条 運航団体は、第十条に規定する教育訓練、第十一条に規定する操縦士の養成訓練及び前条に

規定する操縦士の操縦技能の確認（以下「教育訓練等」という。）を実施するに当たっては、次に掲げ

る事項について定めた教育訓練等基本計画を作成するものとする。 

一 教育訓練等の目標及び内容並びにその実施方法 

二 教育訓練等に係る安全管理対策 

三 教育訓練等に必要な施設設備の整備計画 

四 教育訓練等に当たる指導者の確保及び養成のための対策 

五 前各号に掲げるもののほか、教育訓練等を効果的かつ安全に実施するために必要な事項 

２ 運航団体は、毎年、教育訓練等基本計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正する

ものとする。 

 

（教育訓練等実施計画） 

第十四条 運航団体は、教育訓練等基本計画に基づき、毎年、次に掲げる事項について定めた教育訓練等

実施計画を作成するものとする。 

一 年間の教育訓練等の目標及び内容並びにその実施方法 

二 年間の教育訓練等の対象者 

三 年間の教育訓練等の時間数及び実施時期 

四 前三号に掲げるもののほか、年間の教育訓練等を円滑に実施するために必要な事項 

 

第四章 航空消防活動 

 

（調査） 

第十五条 運航団体は、航空消防活動の安全かつ円滑な実施を図るため、当該運航団体の区域、当該運航

団体と航空消防活動の実施に関し相互に応援する協定（第二十二条において「相互応援協定」という。）

を締結している他の地方公共団体の区域その他当該運航団体の消防防災ヘリコプターを運航すること

が見込まれる区域における次に掲げる事項について、調査を行うものとする。 

一 地勢の状況 

二 航空消防活動の必要がある災害の発生するおそれのある場所並びにその地形及び気象の状況 

三 飛行場外離着陸場、山林火災の消火に係る給水場所、消防防災ヘリコプターの燃料の補給施設その

他の航空消防活動の実施に必要な施設設備の状況、位置、構造及び管理状態 

四 前三号に掲げるもののほか、運航団体が必要と認める事項 

 

（消防防災ヘリコプターの出発の承認等） 

第十六条 機長は、消防防災ヘリコプターを出発させるに当たっては、運航規程の定めるところにより、

運航責任者の承認を得るものとする。 

２ 運航責任者は、気象の状況、航空消防活動の内容及びその実施場所の状況等を可能な限り詳細に把

握し、運航規程の定めるところにより、前項の承認の可否を判断するものとする。 

３ 航空消防活動を行うため消防防災ヘリコプターを運航しようとするときは、機長は、航空法第七十

三条の二に規定する確認のほか、航空消防活動指揮者による他の航空消防活動従事者に対する当該航

空消防活動の目的、内容、現場の状況等に係る説明が終了した後に、消防防災ヘリコプターを出発させ

るものとする。 

４ 航空消防活動を行うため消防防災ヘリコプターを運航しようとするときは、運航責任者は、他の消

防隊又は救急隊との連携に十分配慮するものとする。 

 

（機長及び航空消防活動指揮者の運航中の安全対策） 

第十七条 機長及び航空消防活動指揮者は、消防防災ヘリコプターの運航中は、運航体制、周辺の気象の

状況及び地理的条件、消防防災ヘリコプターの機体の特性、操縦士の操縦技能等を踏まえ、安全管理に

十分配慮し、必要に応じて航空消防活動を中止する判断を行うものとする。 

２ 機長又は航空消防活動指揮者は、航空消防活動を中止する判断を行った場合は、速やかにその旨を

運航責任者に報告するものとする。 

 

（運航責任者の運航中の安全対策） 

第十八条 運航責任者は、消防防災ヘリコプターの運航中は、衛星通信を活用した消防防災ヘリコプタ

ーの動態を管理するシステム等による飛行状況の監視及び航空消防活動の現場の状況、気象の状況そ

の他の航空消防活動に関する情報の収集を行い、必要に応じて機長及び航空消防活動指揮者に当該情

報を提供するとともに、航空消防活動を安全に実施することが困難であると認める場合には、機長及び

航空消防活動指揮者に対し、航空消防活動を中止するよう指示するものとする。 

 

（関係機関との連絡体制） 

第十九条 運航団体は、航空消防活動の実施に関し、航空機を用いた捜索及び救助を行う他の行政機関

（第二十三条において「関係機関」という。）と相互に緊密に連絡する体制を整備するよう努めるもの

とする。 

 

第五章 航空機事故対策 

 

（航空機事故発生時の捜索救助体制の確立及び報告） 

第二十条 運航団体は、消防防災ヘリコプターに係る事故（航空法第七十六条第一項各号に掲げる事故

に限る。次条において同じ。）が発生した場合又は発生した疑いがある場合には、速やかに当該消防防

災ヘリコプターの捜索及び救助の体制を確立するものとする。 

２ 前項の場合においては、運航団体は、速やかにその旨を消防庁長官に報告するものとする。 

 

（事故が発生するおそれのある事案に係る報告） 

第二十一条 運航団体は、消防防災ヘリコプターに係る事故が発生するおそれのある事案が生じた場合

は、その旨を消防庁長官に報告するものとする。 
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第六章 相互応援協定等 

 

（相互応援協定等） 

第二十二条 運航団体は、近隣の他の地方公共団体との間で、相互応援協定を締結するよう努めるもの

とする。 

２ 運航団体は、相互応援協定を締結した他の地方公共団体との間で、それぞれの消防防災ヘリコプタ

ーに係る航空法第十条第一項に規定する耐空証明を受けるために必要な検査（次条において「耐空検

査」という。）の時期の調整等を行うことにより、当該運航団体の区域における航空消防活動に必要な

消防防災ヘリコプターの運航が常時確保されるよう努めるものとする。 

 

（関係機関との連携） 

第二十三条 運航団体は、耐空検査等により当該運航団体の消防防災ヘリコプターが運航できない場合

に備えて、関係機関との間で、航空消防活動の必要がある災害が発生した場合における対応を相互に協

力して行うための協定等を締結するよう努めるものとする。 

 

附則 

 

（施行期日） 

第一条 この基準は、令和元年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 第五条第一項（運航安全管理者に関する部分に限る。）及び第三項の規定 令和三年四月一日 

二 第四条第二項、第六条、第七条及び第十条（第二号に係る部分に限る。）並びに次条の規定 令和

四年四月一日 

 

（経過措置） 

第二条 前条第二号に掲げる規定の施行の日から起算して三年を経過する日までの間において、操縦士

の確保及び養成の状況等に鑑み、操縦士二名を消防防災ヘリコプターに乗り組ませることが困難であ

ると運航団体が認める特段の事情がある場合には、第六条第一項の規定にかかわらず、同項の操縦士の

うち一名に代えて、定期運送用操縦士又は事業用操縦士の資格（回転翼航空機に係るものに限る。）に

ついての技能証明及び航空身体検査証明を有する者であって第十一条の規定により運航団体が定めた

計画に基づき操縦士の養成訓練を受けている者一名を運航支援者として、消防防災ヘリコプターに乗

り組ませることができるものとする。この場合における第六条第二項の規定の適用については、同項中

「前項の操縦士のうち一名を機長に、他の一名を副操縦士に、それぞれ」とあるのは「操縦士を機長に、

定期運送用操縦士又は事業用操縦士の資格（回転翼航空機に係るものに限る。）についての技能証明及

び航空身体検査証明を有する者であって第十一条の規定により運航団体が定めた計画に基づき操縦士

の養成訓練を受けている者一名を運航支援者に」とする。 

２ 運航支援者は、周囲の監視及び機長に対する操縦上の助言等の支援を行うものとする。 

３ 第一項の規定により運航支援者を乗り組ませることとする運航団体は、その消防防災ヘリコプター

の運航支援者に必要な飛行経歴その他の要件を定めるものとする。

４ 運航支援者は、前項の規定により運航団体が定めた要件を満たす者でなければならないものとする。

第三条この基準の施行の際現に存する消防防災ヘリコプターであって別表第一に掲げる装備、装置及

び資機材を備えていないもの（この基準の施行の際現に地方公共団体が取得の手続を進めている新た

な消防防災ヘリコプターであって、その決定された仕様において別表第一に掲げる装備、装置及び資機

材を備えることとされていないものを含む。）に係る第九条第一項の規定の適用については、同項中「備

えるものとする」とあるのは「備えるよう努めるものとする」とする。

別表第一（第九条第一項関係）

一 自動操縦装置

二 ＶＯＲ（超短波全方向式無線標識）信号受信装置及びＩＬＳ（計器着陸用システム）信号受信装置

三 機上ＤＭＥ（距離測定装置）

四 航空交通管制用自動応答装置

五 電波高度計

六 予備姿勢指示装置

七 ＧＰＳ（全地球測位システム）航法装置

八 ＧＰＳ（全地球測位システム）地図表示装置

九 空中衝突防止警告装置

十 飛行記録装置及び操縦室用音声記録装置

十一 衛星通信を活用した消防防災ヘリコプターの動態を管理するシステム

十二 衛星電話装置

別表第二（第九条第二項関係）

一 緊急着水用フロート

二 雪上用降着装置（スノースキー・スノーシュー）

三 救命ボート

四 燃料増槽装置

五 気象レーダー

六 ＲＮＡＶ（広域航法）装置

七 対地接近警報装置

八 障害物を検知する装置

九 遮光カーテン

十 ホイストカメラ

十一 サーチライト装置

の運航支援者に必要な飛行経歴その他の要件を定めるものとする。 

 

４ 運航支援者は、前項の規定により運航団体が定めた要件を満たす者でなければならないものとする。

第三条この基準の施行の際現に存する消防防災ヘリコプターであって別表第一に掲げる装備、装置及

び資機材を備えていないもの（この基準の施行の際現に地方公共団体が取得の手続を進めている新た

な消防防災ヘリコプターであって、その決定された仕様において別表第一に掲げる装備、装置及び資機

材を備えることとされていないものを含む。）に係る第九条第一項の規定の適用については、同項中「備

えるものとする」とあるのは「備えるよう努めるものとする」とする。 

 

別表第一（第九条第一項関係） 

一 自動操縦装置 

二 ＶＯＲ（超短波全方向式無線標識）信号受信装置及びＩＬＳ（計器着陸用システム）信号受信装置 

三 機上ＤＭＥ（距離測定装置） 

四 航空交通管制用自動応答装置 

五 電波高度計 

六 予備姿勢指示装置 

七 ＧＰＳ（全地球測位システム）航法装置 

八 ＧＰＳ（全地球測位システム）地図表示装置 

九 空中衝突防止警告装置 

十 飛行記録装置及び操縦室用音声記録装置 

十一 衛星通信を活用した消防防災ヘリコプターの動態を管理するシステム 

十二 衛星電話装置 

 

別表第二（第九条第二項関係） 

一 緊急着水用フロート 

二 雪上用降着装置（スノースキー・スノーシュー） 

三 救命ボート 

四 燃料増槽装置 

五 気象レーダー 

六 ＲＮＡＶ（広域航法）装置 

七 対地接近警報装置 

八 障害物を検知する装置 

九 遮光カーテン 

十 ホイストカメラ 

十一 サーチライト装置 
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第六章 相互応援協定等 

 

（相互応援協定等） 

第二十二条 運航団体は、近隣の他の地方公共団体との間で、相互応援協定を締結するよう努めるもの

とする。 

２ 運航団体は、相互応援協定を締結した他の地方公共団体との間で、それぞれの消防防災ヘリコプタ

ーに係る航空法第十条第一項に規定する耐空証明を受けるために必要な検査（次条において「耐空検

査」という。）の時期の調整等を行うことにより、当該運航団体の区域における航空消防活動に必要な

消防防災ヘリコプターの運航が常時確保されるよう努めるものとする。 

 

（関係機関との連携） 

第二十三条 運航団体は、耐空検査等により当該運航団体の消防防災ヘリコプターが運航できない場合

に備えて、関係機関との間で、航空消防活動の必要がある災害が発生した場合における対応を相互に協

力して行うための協定等を締結するよう努めるものとする。 

 

附則 

 

（施行期日） 

第一条 この基準は、令和元年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 第五条第一項（運航安全管理者に関する部分に限る。）及び第三項の規定 令和三年四月一日 

二 第四条第二項、第六条、第七条及び第十条（第二号に係る部分に限る。）並びに次条の規定 令和

四年四月一日 

 

（経過措置） 

第二条 前条第二号に掲げる規定の施行の日から起算して三年を経過する日までの間において、操縦士

の確保及び養成の状況等に鑑み、操縦士二名を消防防災ヘリコプターに乗り組ませることが困難であ

ると運航団体が認める特段の事情がある場合には、第六条第一項の規定にかかわらず、同項の操縦士の

うち一名に代えて、定期運送用操縦士又は事業用操縦士の資格（回転翼航空機に係るものに限る。）に

ついての技能証明及び航空身体検査証明を有する者であって第十一条の規定により運航団体が定めた

計画に基づき操縦士の養成訓練を受けている者一名を運航支援者として、消防防災ヘリコプターに乗

り組ませることができるものとする。この場合における第六条第二項の規定の適用については、同項中

「前項の操縦士のうち一名を機長に、他の一名を副操縦士に、それぞれ」とあるのは「操縦士を機長に、

定期運送用操縦士又は事業用操縦士の資格（回転翼航空機に係るものに限る。）についての技能証明及

び航空身体検査証明を有する者であって第十一条の規定により運航団体が定めた計画に基づき操縦士

の養成訓練を受けている者一名を運航支援者に」とする。 

２ 運航支援者は、周囲の監視及び機長に対する操縦上の助言等の支援を行うものとする。 

３ 第一項の規定により運航支援者を乗り組ませることとする運航団体は、その消防防災ヘリコプター

の運航支援者に必要な飛行経歴その他の要件を定めるものとする。

４ 運航支援者は、前項の規定により運航団体が定めた要件を満たす者でなければならないものとする。

第三条この基準の施行の際現に存する消防防災ヘリコプターであって別表第一に掲げる装備、装置及

び資機材を備えていないもの（この基準の施行の際現に地方公共団体が取得の手続を進めている新た

な消防防災ヘリコプターであって、その決定された仕様において別表第一に掲げる装備、装置及び資機

材を備えることとされていないものを含む。）に係る第九条第一項の規定の適用については、同項中「備

えるものとする」とあるのは「備えるよう努めるものとする」とする。

別表第一（第九条第一項関係）

一 自動操縦装置

二 ＶＯＲ（超短波全方向式無線標識）信号受信装置及びＩＬＳ（計器着陸用システム）信号受信装置

三 機上ＤＭＥ（距離測定装置）

四 航空交通管制用自動応答装置

五 電波高度計

六 予備姿勢指示装置

七 ＧＰＳ（全地球測位システム）航法装置

八 ＧＰＳ（全地球測位システム）地図表示装置

九 空中衝突防止警告装置

十 飛行記録装置及び操縦室用音声記録装置

十一 衛星通信を活用した消防防災ヘリコプターの動態を管理するシステム

十二 衛星電話装置

別表第二（第九条第二項関係）

一 緊急着水用フロート

二 雪上用降着装置（スノースキー・スノーシュー）

三 救命ボート

四 燃料増槽装置

五 気象レーダー

六 ＲＮＡＶ（広域航法）装置

七 対地接近警報装置

八 障害物を検知する装置

九 遮光カーテン

十 ホイストカメラ

十一 サーチライト装置

４ 運航支援者は、前項の規定により運航団体が定めた要件を満たす者でなければならないものとする。

第三条この基準の施行の際現に存する消防防災ヘリコプターであって別表第一に掲げる装備、装置及

び資機材を備えていないもの（この基準の施行の際現に地方公共団体が取得の手続を進めている新た

な消防防災ヘリコプターであって、その決定された仕様において別表第一に掲げる装備、装置及び資機

材を備えることとされていないものを含む。）に係る第九条第一項の規定の適用については、同項中「備

えるものとする」とあるのは「備えるよう努めるものとする」とする。

別表第一（第九条第一項関係）

一 自動操縦装置

二 ＶＯＲ（超短波全方向式無線標識）信号受信装置及びＩＬＳ（計器着陸用システム）信号受信装置

三 機上ＤＭＥ（距離測定装置）

四 航空交通管制用自動応答装置

五 電波高度計

六 予備姿勢指示装置

七 ＧＰＳ（全地球測位システム）航法装置

八 ＧＰＳ（全地球測位システム）地図表示装置

九 空中衝突防止警告装置

十 飛行記録装置及び操縦室用音声記録装置

十一 衛星通信を活用した消防防災ヘリコプターの動態を管理するシステム

十二 衛星電話装置

別表第二（第九条第二項関係）

一 緊急着水用フロート

二 雪上用降着装置（スノースキー・スノーシュー）

三 救命ボート

四 燃料増槽装置

五 気象レーダー

六 ＲＮＡＶ（広域航法）装置

七 対地接近警報装置

八 障害物を検知する装置

九 遮光カーテン

十 ホイストカメラ

十一 サーチライト装置

の運航支援者に必要な飛行経歴その他の要件を定めるものとする。 

 

４ 運航支援者は、前項の規定により運航団体が定めた要件を満たす者でなければならないものとする。

第三条この基準の施行の際現に存する消防防災ヘリコプターであって別表第一に掲げる装備、装置及

び資機材を備えていないもの（この基準の施行の際現に地方公共団体が取得の手続を進めている新た

な消防防災ヘリコプターであって、その決定された仕様において別表第一に掲げる装備、装置及び資機

材を備えることとされていないものを含む。）に係る第九条第一項の規定の適用については、同項中「備

えるものとする」とあるのは「備えるよう努めるものとする」とする。 

 

別表第一（第九条第一項関係） 

一 自動操縦装置 

二 ＶＯＲ（超短波全方向式無線標識）信号受信装置及びＩＬＳ（計器着陸用システム）信号受信装置 

三 機上ＤＭＥ（距離測定装置） 

四 航空交通管制用自動応答装置 

五 電波高度計 

六 予備姿勢指示装置 

七 ＧＰＳ（全地球測位システム）航法装置 

八 ＧＰＳ（全地球測位システム）地図表示装置 

九 空中衝突防止警告装置 

十 飛行記録装置及び操縦室用音声記録装置 

十一 衛星通信を活用した消防防災ヘリコプターの動態を管理するシステム 

十二 衛星電話装置 

 

別表第二（第九条第二項関係） 

一 緊急着水用フロート 

二 雪上用降着装置（スノースキー・スノーシュー） 

三 救命ボート 

四 燃料増槽装置 

五 気象レーダー 

六 ＲＮＡＶ（広域航法）装置 

七 対地接近警報装置 

八 障害物を検知する装置 

九 遮光カーテン 

十 ホイストカメラ 

十一 サーチライト装置 
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消 防 広 第 号

令 和 ２ 年 ６ 月 日

各都道府県消防防災主管部長

東京消防庁・関係指定都市消防長

消防庁国民保護・防災部防災課

広 域 応 援 室 長

消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラムについて（通知）

「消防防災ヘリコプターの運航に関する基準」（令和元年消防庁告示第４号。以下「基

準」という。）について、各運航団体におかれましては、基準に盛り込んだ各種措置につ

きまして整理及び検討されていることと存じます。

この度、基準第７条第１項から第３項までの規定に基づき、運航団体において操縦士の

養成訓練に係る計画及び消防防災ヘリコプターの操縦士の要件を策定し、実施するための

指針として「消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラム」を別紙のと

おり定めました。

消防防災ヘリコプターの運航は航空運送事業に関する航空法の規制対象になるものでは

ありませんが、消防防災ヘリコプターの運航を自主運航する場合だけでなく、民間委託す

る場合においても、別紙の内容について、特段の御配慮をお願いいたします。

また、既に独自の訓練プログラム等を設け、操縦士養成、訓練等を行っている運航団体

又は今後独自の訓練プログラム等を設け、操縦士養成、訓練等を行うことを予定している

運航団体は、独自の乗務要件等を設定して差し支えありませんが、必要に応じ、別添の内

容を参考としてくださいますようお願いいたします。

なお、別紙の活用方法等については、消防庁ＨＰに掲載されている「消防防災ヘリコプ

タ ー 操 縦 士 の 乗 務 要 件 ・ 訓 練 審 査 プ ロ グ ラ ム に 関 す る 検 討 会 報 告 書 」

（ ）を参照してください。

本通知は、消防組織法（昭和 年法律第 号）第 条の規定に基づく助言として発出

するものであることを申し添えます。

【連絡先】
消防庁広域応援室航空企画係・航空調整係

中道・長尾・宇野
電話 （直通）

殿
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消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラム

令和２年６月 日

消防庁広域応援室

１１ 策策定定のの趣趣旨旨

基準第７条第１項において、運航団体は航空法その他の関係法令が定めるもの

のほか、「ドクターヘリ、消防・防災ヘリ操縦士の乗務要件及び訓練プログラム

に関する検討委員会」の検討結果について（平成 年１月９日消防広第６号消防

庁国民保護・防災部防災課広域応援室長通知）を踏まえ、その消防防災ヘリコプ

ターの機長に必要な飛行経歴その他の要件を定めるものとされている。

また、基準第７条第２項では、基準第 条の規定により運航団体で計画を定め

て操縦士の養成訓練を行っており、当該養成訓練のために必要と認める場合には、

運航団体が安全性を考慮して定める一定の航空消防活動に限り、当該航空消防活

動を行う消防防災ヘリコプターの機長に必要な要件は、別に定めることができる

ものとされている。

また、基準第７条第３項では、副操縦士について、必要な飛行経歴その他の要

件を定めるものとされている。

本乗務要件・訓練審査プログラムは、基準第７条第１項から第３項までの規定

に基づき、運航団体において操縦士の養成訓練に係る計画及び消防防災ヘリコプ

ターの操縦士の要件を策定し、実施するための指針として定めるものである。

 
２２ 乗乗務務要要件件・・訓訓練練審審査査ププロロググララムムのの策策定定

（１）乗務要件の策定

乗務要件においては、操縦士を飛行時間・運航技能から「専任機長」・「限

定機長」・「副操縦士」の３段階に分け、それぞれの要件を定めることとする。

乗務要件は、基準第７条第１項及び第３項に規定する「必要な飛行経歴その他

の要件」（同条第２項にあっては、「必要な要件」）を具体化したものであっ

て、同条第１項の「機長」が乗務要件上の「専任機長」に、同条第２項の「運

航団体が安全性を考慮して定める一定の航空消防活動に限り、当該航空消防活

動を行う消防防災ヘリコプターの機長」が乗務要件上の「限定機長」に、同条

第３項の「副操縦士」が乗務要件上の「副操縦士」にそれぞれ対応している。

（２）専任機長・限定機長・副操縦士の定義

専任機長・限定機長・副操縦士とは、以下の者をいう。

別 紙 
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ア 専任機長

航空消防活動全てのミッション※１において （ ）※２として乗

務することができる操縦士。

※１：ミッションとは、消防防災ヘリコプターを運航するに当たり活動が想定さ

れる任務をいい、本訓練審査プログラムで想定する基本技能、情報収集、

救急活動、一般救助、水難救助、山岳救助、消火活動のほか、各運航団体

が審査する必要があると認める区域内の地勢の状況に応じた活動等を想定。

※２： とは、操縦を担当するパイロット。

イ 限定機長

専任機長ではない操縦士であって、ミッションごとに定められた技能認定

を行い、運航団体において活動を限定した として乗務することができる操

縦士。副席には専任機長が （ ）※３として同乗し、常にア

ドバイスできる環境を実現することを前提とする。

※３： とは、主にモニターや通信を担当するパイロット。

ウ 副操縦士

航空消防活動全てのミッションにおいて として乗務することができるが、

として乗務することができない操縦士。

（３）訓練審査プログラムの策定

訓練審査プログラムにおいては、ミッションごとに求められる技術の難易度

に差があること、経験のある操縦士の確保が難しい状況を踏まえ、ミッション

別の段階的な訓練審査プログラムを定めることとする。

３３ 乗乗務務要要件件のの概概要要

（１）乗務要件の基本的な考え方

操縦士の３段階の要件は、各運航団体において操縦士を採用する際の操縦技

能・飛行時間が操縦士（及び運航形態）によって異なることから、専任機長及

び副操縦士の指標となる乗務条件を定義し、限定機長についてはミッションご

との技能審査を経て限定機長の技能認定を行う形としている。段階的な技能審

査は「４ 訓練審査プログラムの概要」に定める訓練審査プログラムの段階を

参考に実施する。 
なお、専任機長は「ドクターヘリ、消防・防災ヘリ操縦士の乗務要件及び訓

練プログラムに関する検討委員会」において示された機長要件を参考にしてい

る。 
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（２）専任機長の乗務要件

ア 時間の機長時間、うち 時間は回転翼機の機長時間

イ 時間の実施する運航と類似した運航環境※４における飛行時間

※４：「類似した環境」とは、海、山、交通量の多い都会などの地形学的な特徴

が類似した運航環境をいう。

ウ 時間の当該型式の飛行時間

エ 夜間における 時間の機長時間（夜間運航を行う場合のみ）

オ 回の吊下揚収運航経験

（３）限定機長の乗務要件

限定機長の乗務要件は、各運航団体内における活動状況に照らしミッション

ごとに必要な技能を勘案して各運航団体が定めることとする。 

（４）副操縦士の乗務要件

ア 回転翼事業用操縦士技能証明及び乗務機の型式限定 
イ 第一種航空身体検査証 
ウ 航空特殊無線技士又は航空無線通信士 
エ 特定操縦技能審査技能証明書 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

段階的審査のイメージ

③副操縦士
自隊訓練で技能を身に着ける。
実ミッションでは として乗務。
飛行時間増分 なし（機長席で訓練中のみ有）
機長時間増分 なし

「副操縦士の乗務要件」を
満たす者を採用

②限定機長

 情報収集任務（例）に限定して として乗務
飛行時間増分 有
機長時間増分 有

 その他ミッション種別（救急、一般救助、山岳救助、消火等
では として乗務
飛行時間増分 なし（機長席で訓練中のみ有）
機長時間増分 なし

①専任機長

「すべての段階の
技能審査」に

合格

次の段階へ移行

専任機長の同乗が必要
専任機長の同乗なしで運航可能
次世代の③副操縦士を育成

情報収集任務からより高度な任務へと段階的に
操縦可能なミッション種別を技能認定

例）情報収集→救急活動→一般救助→山岳救助→消火活動

専専任任機機長長のの同同乗乗条条件件

専任機長乗務要件達成
（機長時間 時間超等）

②限定機長

「救急活動（例）に限定した
技能審査」に
合格

「情報収集任務（例）に限
定した 技能審査」に

合格

技技 能能
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４ 訓訓練練審審査査ププロロググララムムのの概概要要 

（１）訓練審査プログラムの基本的な考え方

自主運航団体において経験の浅い操縦士をゼロから養成可能なように、副操

縦士から専任機長に養成するために必要な基本的な訓練項目を記載したプログ

ラムとした。本訓練審査プログラムでは、「基本技能」、「情報収集」、「救

急活動」、「一般救助」、「水難救助」、「山岳救助」、「消火活動」の７段

階に分け、訓練項目例を記載している。一方で、必要となる訓練項目は各運航

団体の活動地域・状況によって異なるため、ミッション別の段階の前後、ある

いはミッションごとの訓練項目の追加・削除は各運航団体の判断によるものと

する。

 
（２）定期訓練

定期訓練は本訓練審査プログラムに定める訓練項目を参考に適宜繰り返し行

うことを想定している。 

（３）限定機長の技能認定に係る審査

限定機長の技能認定に係る審査は、各運航団体で設定する訓練プログラムに

沿って、各訓練段階の訓練の終了後に行われるものとしている。審査を行う際

は、操縦士の飛行時間によらず技能を確認し、限定機長の発令を行うことを想

定している。ただし、各段階において飛行時間の要件を定めることを妨げるも

のではない。 
また、審査においては、各運航団体の隊長※５・機長・整備士長※６によって総

合的に評価することを想定している。なお、その際は外部組織の者による評価

を付して評価することを推奨する。 
※５：航空消防活動指揮者又はその者を統括する者を想定。

※６：消防防災ヘリコプターの整備の業務に専ら従事する者（整備士）のうち当該

業務を統括する者を想定。 
なお、限定機長が運航団体の定める全ての審査に合格した場合も、専任機長

要件を満たさない場合は副席には専任機長が同乗することとする。 
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段階的な訓練イメージ 

易

難

消消火火活活動動山山岳岳救救助助水水難難救救助助一一般般救救助助救救急急活活動動情情報報収収集集基基本本技技能能

ミッション強度

「基本技能」の審査

「情報収集」の審査

「救急活動」の審査

「一般救助」の審査

「水難救助」の審査

「山岳救助」の審査

「消火活動」の審査

飛行時間を積み、専任機長を目指す

「情報収集」の限定機長
救急活動の訓練生

飛行時間

「情報取集」「救急活動」の限定機長
一般救助の訓練生

「情報取集」「救急活動」
「一般救助」の限定機長
水難救助の訓練生

「情報取集」「救急活動」「一般救助」
「水難救助」の限定機長
山岳救助の訓練生

「情報取集」「救急活動」「一般救助」
「水難救助」「山岳救助」の限定機長

消火活動の訓練生

※山林火災を想定
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５ 消防防災ヘリコプター操縦士の訓練審査プログラム

（１）「基本技能」

出発前【必須】 

運航内容の確認 

運航の可否判断 

航空情報・気象状況の確認 
航空消防活動の内容・実施場所（地形特性・場外離

着陸場）の確認 
運航の可否判断 

飛行準備 

重量、重心の確認 
飛行前点検 
始動・試運転 
他の消防隊又は救急隊との連携の確認 
チェックリスト、確認呼称、手信号の理解と実施 

飛行計画の作成 飛行計画の作成（飛行経路と離着陸場の選定、緊

急時の着陸場所の確認等を含む。） 

飛行中の基本操作・判断 

【必須】 

ヘリポート場周離着陸 

通常離着陸 
滑走離着陸 
最大性能離陸 
低速高角度進入 
TA 級・TB級離着陸 

場外離着陸 

離着陸場所の適否判断（現地） 
適切な降下率を設定した降下計画による着陸 
離着陸経路の設定と運航（気象、障害物との離

隔、地上の安全管理状況等を考慮） 

安全管理 

セットリング・ウィズ・パワーの危険性の認識と回避 
異常姿勢からの回復 
障害物件を考慮した適切な離着陸（確認、排除指

示、見張りの設置要請） 
ダウンウォッシュの危険性の認識と回避 
地上におけるローター停止までの機体接近監視 
空間識失調の危険性の認識と回避 
CRM（クルー、運航管理、管制等） 

基本空中操作 

管制基幹等との通信 
水平直線飛行 
上昇・降下 
通常旋回、急旋回 
急停止 
ホバリング 
地上滑走 
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飛行中の基本操作・判断

【必須】 
緊急時対応 

【シミュレーター訓練】 

各種緊急操作対応 

機体異常発生時の対応とクルーへの指示 

緊急着陸必要時の着陸場所の選定と進入 

予期せぬ計器気象状況への対応 

不時着陸、不時着水要領 

運航中の安全管理 

飛行中止判断 

２パイロットオペレーション 

（PIC/PIC or PM or PF役割分担） 

航空機状態・運航体制の継続的な確認（ENG 状態、

燃料、その他） 

周辺の気象の状況及び地理的条件の確認 

異常時の機体特性の確認 

異常時の操縦士の操縦技能の確認 

上記を元にした飛行中止判断 

飛行中の基本操作・判断

【選択】 基本計器飛行 

基本計器飛行 

各種計器進入 

野外飛行における航法機器の操作 

夜間飛行 

夜間の場周飛行、野外飛行 

灯火類（機内・機外・ヘリポート）の点検 

夜間の各種緊急操作 

物資輸送 
物資の吊り下げ・吊り上げ及び物資の吊り下げ輸

送 
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（２）「情報収集」

基本・安全管理 

飛行内容に応じた飛行計画の作成 

手信号・チェックリスト・確認呼称の理解と実施 

CRM（クルー、運航管理、管制等） 

航空機状態・運航体制の継続的な確認（ENG状態、燃料、その他） 

緊急着陸必要時の着陸場所の選定と進入要領の判断 

情報収集 

活動可能時間の算出 

効果的な情報収集実施のための飛行方法の調整と決定 

障害物の把握、継続的な見張り、安全に配慮した経路・高度・速度の設定 

捜索・調査・撮影・広報飛行要領 

ヘリテレ映像を想定した飛行要領 
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（３）「救急活動」

基本・安全管理 

飛行内容に応じた飛行計画の作成 

手信号・チェックリスト・確認呼称の理解と実施 

CRM（クルー、運航管理、管制等） 

航空機状態・運航体制の継続的な確認（ENG状態、燃料、その他） 

ダウンウォッシュの危険性の認識と回避 

地上におけるローター停止までの機体接近監視 

緊急着陸必要時の着陸場所の選定と進入要領の判断 

救急活動 

AMRM 

ヘリ輸送が傷病者・要救助者に与える医学的影響に関する知識 

医療機器等の取り扱い知識と安全確保 

感染防止措置及び二次感染に留意した活動 

離着陸場所の選定と現地における判断 

ランデブーポイント、病院ヘリポート、狭隘地での離着陸（他消防機関

等、地上支援スタッフとの通信連携含む） 

傷病者の状況に応じた適切な飛行方法の設定 

活動隊、傷病者の状況把握 
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（４）「一般救助」

基本・安全管理 

飛行内容に応じた飛行計画の作成 

手信号・チェックリスト・確認呼称の理解と実施 

CRM（クルー、運航管理、管制等） 

航空機状態・運航体制の継続的な確認（ENG状態、燃料、その他） 

余剰出力等の確認、可否判断 

障害物監視 

ダウンウォッシュの危険性の認識と回避 

一般救助 

低空ホバリング、地面効果外ホバリング（風の把握、ホバリング位置・高

度の決定、ホバリングの安定等） 
隊員等の降下地点の可否判断、安全確認要領 
オペと連携した降下予定地点への機体誘導要領（オペ指示による位置

修正対応等） 
ホイスト装置による隊員の降下・吊り上げ・機内収容 

ホイスト装置が不具合を起こした場合の対応要領 

ホイスト装置による救助、機内収容 

低空ホバリングでの隊員の搭乗・降機 

リペリングによる隊員の降下 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



178

   

 
 

（５）「水難救助」

 

基本・安全管理 

飛行内容に応じた飛行計画の作成 

手信号・チェックリスト・確認呼称の理解と実施 

CRM（クルー、運航管理、管制等） 

航空機状態・運航体制の継続的な確認（ENG状態、燃料、その他） 

余剰出力等の確認、可否判断 

障害物監視 

ダウンウォッシュの危険性の認識と回避 

不時着水要領 

水難救助 

水上でのホバリング（風の把握、ホバリング位置・高度の決定、ホバリン

グの安定等） 
隊員等の降下地点の可否判断、安全確認要領 
水面でのオペと連携した降下予定地点への機体誘導要領（オペ指示に

よる位置修正対応等） 
水面でのホイスト装置による隊員の降下・吊り上げ・機内収容 

水面でのホイスト装置による救助、機内収容 

ジャンプエントリー要領 
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（６）「山岳救助」

基本・安全管理 

飛行内容に応じた飛行計画の作成 

手信号・チェックリスト・確認呼称の理解と実施 

CRM（クルー、運航管理、管制等） 

航空機状態・運航体制の継続的な確認（ENG状態、燃料、その他） 

余剰出力等の確認、可否判断 

障害物監視 

ダウンウォッシュの危険性の認識と回避 

不時着陸（山林）要領 

山岳救助 

山間地でのホバリング（風の把握、ホバリング位置・高度の決定、ホバリ

ングの安定等） 
隊員等の降下地点の可否判断、安全確認要領 
山間地でのオペと連携した降下予定地点への機体誘導要領（オペ指示

による位置修正対応等） 
山間地の不安定地（急傾斜地等）・狭隘地等でのホイスト装置による隊員

の降下・吊り上げ・機内収容 
山間地の不安定地（急傾斜地等）・狭隘地等での救助、機内収容 
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（７）「消火活動」

基本・安全管理 

飛行内容に応じた飛行計画の作成 
手信号・チェックリスト・確認呼称の理解と実施 
CRM（クルー、運航管理、管制等） 
航空機状態・運航体制の継続的な確認（ENG状態、燃料、その他） 
余剰出力等の確認、可否判断 
障害物監視 
ダウンウォッシュの危険性の認識と回避 

消火活動 

重量、地形特性を考慮した積載水量の決定 
消防隊との連携 
現場の情報収集（火点、水利の位置及び周辺の地形の確認） 
残燃料による給水量の決定及び活動可能時間の算出  
重重量時の操作・離着陸 
消火タンク 
(１)飛行要領、経路選定 
（2）自給水・散水時のヘリ誘導要領（重量変化の考慮、火災の煙による視

界不良に対する注意等） 
（３）消防隊等による給水要領 
消火バケット 
（１）飛行要領、経路選定 
（２）自給水・散水時のヘリ誘導要領（重量変化の考慮、火災の煙による視

界不良に対する注意等） 
（３）ホバリングでの消防隊等による給水要領 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



181

参考資料７
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国空乗 390号 

平成 19年 11月 27日 

一部改正国空航第 850号 

平成 24年３月 30日 

一部改正国空航第 1517号 

令和元年 10月 29日 

 

 

 

航空機乗組員飛行日誌記入要領 

 

 

１．記入手段及び証明方法 

 (１) 飛行記録は航空機の種類ごとに飛行日誌を別にして記録すること。 

 (２) 記入には青又は黒のインク又はボールペンを使用すること。 

    記入事項を訂正する場合は修正液を使用してはならない。 

 (３) 飛行記録は航空法施行規則第 44条に定める方法により証明を受けること。 

   (ア) 副操縦士としての業務を行った場合は機長の証明、単独飛行を行った場合は操

縦教員の証明、同乗教育の場合は監督者の証明を受けること。 

(イ) 操縦者以外の乗組員（機関士、航空士、通信士等）としての業務を行った場合

は機長の証明を受けること。 

(ウ) 機関士としての訓練を受けた場合は、訓練を担当した航空機関士である教官の

証明を受けること。 

(エ) 航空士としての訓練を受けた場合は機長の証明を受けること。 

 

２．日誌の各欄の記入要領 

 (１)  月 日（DATE） 

      （例）11 月 16 日の場合は 11.16 

 (２)  航空機の型式（TYPE OF AIRCRAFT） 

     日本語又は ICAO型式略号 

     （例）ビーチ A36又は BE36 

 (３)  国籍及び登録記号（AIRCRAFT IDENTIFICATION） 

     （例）JA3456 

(４) 出発地、到着地（POINT OF DEPARTURE(FROM)＆ARRIVAL(TO)) 

     日本語又は ICAO地点略号 

     （例）関西国際空港又は RJBB 

 (５)  出発時刻、到着時刻（TIME OF DEPARTURE ＆ ARRIVAL） 

     ローカルタイム又は UTC を時：分の４文字で記入すること。 

     （例）09:10 

 (６)  飛行内容（REMARKS，PROCEDURES，MANEUVERS，etc） 

   ａ．訓練の場合 

     訓練科目、レッスンプラン番号等を記入すること。 

      （例）STALL、ILS、FFS－1 

   ｂ．使用事業の場合 

     写真撮影、宣伝、遊覧等の事業内容を記入すること。 

   ｃ．航空運送事業の場合 

     飛行ルート又は便名を記入すること。 

      ｄ．その他 

        離陸回数を記録する場合は右端に記入し、夜間の回数には N を付して別数とし

て記入する。 

模擬飛行装置又は飛行訓練装置での回数を記録する場合は( )を付して実機の 

回数と区別して記録すること。 

 (７)  着陸回数（NUMBER OF LANDINGS） 

     連続離着陸を含めた回数を記入すること。夜間の回数には Nを付して別数として

記入する。回転翼航空機の場合は、ホバリングからの垂直離着陸は含まない。 

オートローテーション着陸を実施した場合は 29項の補足事項の欄に、また、必要

に応じ夜間の離陸、着陸の回数は右下欄にも併せて記入すること。 

模擬飛行装置又は飛行訓練装置での回数を記録する場合は( )を付して実機の回

数と区別して記録すること。 

       （例）  合計５回の着陸を行い、うち 1回が夜間の場合   4, N1 

 (８)  飛行時間（FLIGHT TIME） 

     航空機の種類ごとに飛行日誌を別にして記入すること。 

     ９、10、11、14、15、23及び 24項に該当するものを合計し、時：分で記入するこ

と。 

 (９)  機長（PILOT IN COMMAND） 

    国空航第 1517号（令和元年 10月 29日付）「航空法施行規則別表第二の運用につ

いて」に該当する時間を記入すること（ただし、(10)に該当する単独飛行時間は「単

独（SOLO）」の飛行時間として記入すること）。 

    なお、操縦教育を受ける者が機長席で操縦を行っても上記通達に該当する場合を   

除いては機長飛行時間とはならない。 

 (10)  単独（SOLO）又は副機長（SECOND IN COMMAND） 

    練習生が単独で航空機に乗り込んで操縦した飛行時間又は国際運航において機長

が休息中、運航規程に定められた要件を満たした定期運送用操縦士の技能証明を有

する者が交替要員として業務を行った飛行時間を記入すること。 

 (11)  機長見習業務等（PILOT IN COMMAND UNDER SUPERVISION etc） 

    以下の２号に該当するものを記入すること。 

    １．機長の監督下で機長見習業務を行った飛行時間。29 項に PUS と記入すること

（技能証明取得に必要な飛行経歴として機長飛行時間に充当できる時間につ

いては、航空法施行規則別表第二に従うこと。）。 

    ２．航空運送事業者の運航規程及び運航規程付属書に定められた適切な監督資格

を有する機長の監督下で、機長としての操縦業務を代行した飛行時間（機長代

行業務という。） 

    なお、定期運送用操縦士の資格を有し機長資格を受けるために機長席において機

長業務を行った時間は同乗教育時間に記入すること。 

  (12)  野外飛行（CROSS COUNTRY FLIGHT） 

    ９、10又は 11項において野外飛行を実施した場合の飛行時間を記入すること。 

野外飛行の解釈は空乗第 2129号（平成６年 11月 16日付）「野外飛行の解釈及び

運用について」のとおりである。 

 (13)  夜間飛行（NIGHT FLIGHT） 

    ９、10又は 11項において夜間飛行を実施した場合の飛行時間を記入すること。 

 (14)  副操縦士（CO-PILOT） 

    機長以外の操縦者として航空法第 65条第２項の業務を実施した飛行時間又は、航   

空運送事業者に所属する者が運航規程に定められた副操縦士として乗務した飛行時   

間を記入すること。 

    ただし、構造上、一人の操縦者で操縦することができる航空機による機長以外の   

操縦者としての飛行時間（特定の方法又は方式により飛行する場合に限りその操縦
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国空乗 390号 

平成 19 年 11月 27日 

一部改正国空航第 850号 

平成 24 年３月 30日 

一部改正国空航第 1517号 

令和元年 10月 29日 

 

 

 

航空機乗組員飛行日誌記入要領 

 

 

１．記入手段及び証明方法 

 (１) 飛行記録は航空機の種類ごとに飛行日誌を別にして記録すること。 

 (２) 記入には青又は黒のインク又はボールペンを使用すること。 

    記入事項を訂正する場合は修正液を使用してはならない。 

 (３) 飛行記録は航空法施行規則第 44条に定める方法により証明を受けること。 

   (ア) 副操縦士としての業務を行った場合は機長の証明、単独飛行を行った場合は操

縦教員の証明、同乗教育の場合は監督者の証明を受けること。 

(イ) 操縦者以外の乗組員（機関士、航空士、通信士等）としての業務を行った場合

は機長の証明を受けること。 

(ウ) 機関士としての訓練を受けた場合は、訓練を担当した航空機関士である教官の

証明を受けること。 

(エ) 航空士としての訓練を受けた場合は機長の証明を受けること。 

 

２．日誌の各欄の記入要領 

 (１)  月 日（DATE） 

      （例）11 月 16日の場合は 11.16 

 (２)  航空機の型式（TYPE OF AIRCRAFT） 

     日本語又は ICAO型式略号 

     （例）ビーチ A36又は BE36 

 (３)  国籍及び登録記号（AIRCRAFT IDENTIFICATION） 

     （例）JA3456 

(４) 出発地、到着地（POINT OF DEPARTURE(FROM)＆ARRIVAL(TO)) 

     日本語又は ICAO地点略号 

     （例）関西国際空港又は RJBB 

 (５)  出発時刻、到着時刻（TIME OF DEPARTURE ＆ ARRIVAL） 

     ローカルタイム又は UTCを時：分の４文字で記入すること。 

     （例）09:10 

 (６)  飛行内容（REMARKS，PROCEDURES，MANEUVERS，etc） 

   ａ．訓練の場合 

     訓練科目、レッスンプラン番号等を記入すること。 

      （例）STALL、ILS、FFS－1 

   ｂ．使用事業の場合 

     写真撮影、宣伝、遊覧等の事業内容を記入すること。 

   ｃ．航空運送事業の場合 

     飛行ルート又は便名を記入すること。 

      ｄ．その他 

        離陸回数を記録する場合は右端に記入し、夜間の回数には N を付して別数とし

て記入する。 

模擬飛行装置又は飛行訓練装置での回数を記録する場合は( )を付して実機の 

回数と区別して記録すること。 

 (７)  着陸回数（NUMBER OF LANDINGS） 

     連続離着陸を含めた回数を記入すること。夜間の回数には Nを付して別数として

記入する。回転翼航空機の場合は、ホバリングからの垂直離着陸は含まない。 

オートローテーション着陸を実施した場合は 29項の補足事項の欄に、また、必要

に応じ夜間の離陸、着陸の回数は右下欄にも併せて記入すること。 

模擬飛行装置又は飛行訓練装置での回数を記録する場合は( )を付して実機の回

数と区別して記録すること。 

       （例）  合計５回の着陸を行い、うち 1回が夜間の場合   4, N1 

 (８)  飛行時間（FLIGHT TIME） 

     航空機の種類ごとに飛行日誌を別にして記入すること。 

     ９、10、11、14、15、23及び 24項に該当するものを合計し、時：分で記入するこ

と。 

 (９)  機長（PILOT IN COMMAND） 

    国空航第 1517号（令和元年 10月 29日付）「航空法施行規則別表第二の運用につ

いて」に該当する時間を記入すること（ただし、(10)に該当する単独飛行時間は「単

独（SOLO）」の飛行時間として記入すること）。 

    なお、操縦教育を受ける者が機長席で操縦を行っても上記通達に該当する場合を   

除いては機長飛行時間とはならない。 

 (10)  単独（SOLO）又は副機長（SECOND IN COMMAND） 

    練習生が単独で航空機に乗り込んで操縦した飛行時間又は国際運航において機長

が休息中、運航規程に定められた要件を満たした定期運送用操縦士の技能証明を有

する者が交替要員として業務を行った飛行時間を記入すること。 

 (11)  機長見習業務等（PILOT IN COMMAND UNDER SUPERVISION etc） 

    以下の２号に該当するものを記入すること。 

    １．機長の監督下で機長見習業務を行った飛行時間。29 項に PUS と記入すること

（技能証明取得に必要な飛行経歴として機長飛行時間に充当できる時間につ

いては、航空法施行規則別表第二に従うこと。）。 

    ２．航空運送事業者の運航規程及び運航規程付属書に定められた適切な監督資格

を有する機長の監督下で、機長としての操縦業務を代行した飛行時間（機長代

行業務という。） 

    なお、定期運送用操縦士の資格を有し機長資格を受けるために機長席において機

長業務を行った時間は同乗教育時間に記入すること。 

  (12)  野外飛行（CROSS COUNTRY FLIGHT） 

    ９、10 又は 11項において野外飛行を実施した場合の飛行時間を記入すること。 

野外飛行の解釈は空乗第 2129号（平成６年 11月 16日付）「野外飛行の解釈及び

運用について」のとおりである。 

 (13)  夜間飛行（NIGHT FLIGHT） 

    ９、10 又は 11項において夜間飛行を実施した場合の飛行時間を記入すること。 

 (14)  副操縦士（CO-PILOT） 

    機長以外の操縦者として航空法第 65条第２項の業務を実施した飛行時間又は、航   

空運送事業者に所属する者が運航規程に定められた副操縦士として乗務した飛行時   

間を記入すること。 

    ただし、構造上、一人の操縦者で操縦することができる航空機による機長以外の   

操縦者としての飛行時間（特定の方法又は方式により飛行する場合に限りその操縦
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のために二人を要する航空機による当該特定の方法又は方式での飛行時間を除く。）

については、( )を付して、上記副操縦士としての飛行時間と区別すること。 

 (15)  同乗教育（DUAL INSTRUCTION RECEIVED） 

    操縦練習生が操縦教員又は操縦練習の監督を行う者と共に航空機に乗り組んで操   

縦教育を受けた飛行時間を記入すること。 

    技能証明を有していても操縦教育を受けた場合は同乗教育となる。 

 (16)  野外飛行（CROSS COUNTRY FLIGHT） 

    14 又は 15項において野外飛行を実施した場合の飛行時間を記入すること。 

 (17)  夜間飛行（NIGHT FLIGHT） 

    14 又は 15項において夜間飛行を実施した場合の飛行時間を記入すること。 

 (18)  フード（HOOD(AIRCRAFT HOODED)） 

    航空機に乗り組んで視野制限装置を使用して計器飛行の訓練をした飛行時間を記

入すること。 

 (19)  計器飛行（ACTUAL INSTRUMENT） 

    計器飛行方式（IFR）で飛行した時間のうち計器飛行を実施した時間を記入する   

こと。 

 (20)  模擬飛行装置（FLIGHT SIMULATOR） 

    国土交通大臣が国空乗第 91号（平成 14年３月 28日付）に基づいて認定した模擬

飛行装置で操縦の訓練を行った時間を記入すること。国土交通大臣の認定を受けて

いない模擬飛行装置で訓練を受けた場合で、その時間を記録する場合は( )を付して、

国土交通大臣の認定を受けた模擬飛行装置で訓練を受けた時間と区別すること。 

 (21)  飛行訓練装置（FLIGHT TRAINER） 

    国土交通大臣が国空乗第 91号（平成 14年３月 28日付）に基づいて認定した飛行

訓練装置で操縦の訓練を行った時間を記入すること。国土交通大臣の認定を受けて

いない飛行訓練装置で訓練を受けた場合で、その時間を記録する場合は( )を付して、

国土交通大臣の認定を受けた飛行訓練装置で訓練を受けた時間と区別すること。 

 (22)  操縦教員（AS FLIGHT INSTRUCTOR） 

    操縦教員として操縦教育を行った飛行時間及び空乗第 2085 号（昭和 60 年８月２

日付）「航空法第 34 条第２項の操縦教育を行う操縦者の最近の飛行経験について」

に該当する時間を記入すること。 

    通達による場合はその内容を 29項の補足事項に記入すること。 

 (23)  航空機関士（FLIGHT ENGINEER） 

    航空機関士としての飛行時間又は航空機関士として訓練（OJT を含む）を受けた 

時の訓練生の飛行時間を記入すること。 

 (24)  その他の飛行時間（OTHER FLIGHT TIME OR MISCELLANEOUS） 

    以下の時間を記入すること。 

    (ア)  操縦者以外の乗組員（航空士、通信士等）としての飛行時間 

    (イ)  航空士として練習を行った時間 

    (ウ) 操縦席に着かずに国家試験、機長審査、技能審査等を実施した試験官、審査

官、操縦技能審査員、査察操縦士、査察担当操縦士、技能審査担当操縦士、技

能審査員又は指名技能審査員の飛行時間 

(エ) 技能証明を有する者が計器飛行訓練を行った場合において衝突防止の見張

りのために乗り組んだ有資格操縦士が当該業務を行った飛行時間 

 (25)、(26)  自由欄（SPACE COLUMN） 

    各自が自由に使用。国家試験受験資格又は最近の飛行経験を証明するために必要

な集計等に用いる。 

 (27)  機長、操縦教員の署名（PILOT IN COMMAND OR INSTRUCTOR'S SIGNATURE） 

    署名又は押印を行うこと。 

 (28)  教証番号（FLIGHT INSTRUCTOR'S CERTIFICATE NUMBER） 

    操縦教員から操縦教育を受けた場合、27 項の操縦教員の署名と共に操縦教育証明   

番号を記入すること。 

 (29)  補足事項（SUPPLEMENTARY NOTE） 

    ６、7、11、22、24、25及び 26項の補足、説明事項等を記入すること。 

    国土交通大臣の認定を受けていない模擬飛行装置や飛行訓練装置で行った着陸回

数を記録する場合はこの欄に記入すること。 

 (30)  頁の記載について証明する署名欄 

    頁内について記載のとおり相違ない旨を前置きして、日本語で署名し捺印するこ

と。ただし、外国人でこれにより難い場合は母国語等でサインを行うこと。 

 

附 則 

  本要領は平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年 10 月 29日） 

本要領は令和元年 10月 29日から施行する。 

 

 

備 考 

 ａ．当該航空機を操縦することができる有資格者同士で搭乗した場合、航空法第６５条  

第２項で定める航空機以外の航空機では機長として操縦した時間が機長時間となる。    

操縦しないときは記入しないこと。 

 ｂ．操縦士又は操縦訓練生が操縦席に着かずに行った航法練習の時間は飛行時間とはな  

らない。 

 

 

参 考 

  定 義 

 ○ 機長（Pilot-in-command） 

   飛行時間中、航空機の運航と安全に対して責任を有する操縦士 

 ○ 機長見習業務等（Pilot in command under supervision etc） 

   航空運送事業者等に所属し副操縦士としての業務を行う者に関して、運航規程等に

基づき機長の監督の下で行った機長見習業務若しくは機長代行業務（平成３年 12月 25

日付け空航第 1162号「定期航空運送事業者等における機長の飛行時間の管理要領」）

の飛行時間 

 ○ 単独飛行時間（Solo flight time） 

   操縦練習生が航空機の単独の占有者である間の飛行時間 

 ○ 副機長（Second in command） 

   国際運航において、巡航中に機長が操縦席を離れて休息をとる場合に、その交替要員

としての業務を行う者（平成 12 年１月 31 日付け空航第 78 号「運航規程審査要領細

則」）をいう。 

 ○ 副操縦士（Copilot） 

   機長以外の操縦者として航空法第 65条第２項の業務を行う者 

 ○ 同乗教育飛行時間（Dual instruction time） 

   操縦練習生が操縦教員又は操縦練習の監督を行う者と共に航空機に乗り組んで操縦

教育を受けた飛行時間 

 ○ 模擬飛行装置（Flight simulator） 

   航空機乗組員の訓練、試験、審査等に適する装置であって、特定の型式の航空機の操

縦室を模擬したものをいう。 
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のために二人を要する航空機による当該特定の方法又は方式での飛行時間を除く。）

については、( )を付して、上記副操縦士としての飛行時間と区別すること。 

 (15)  同乗教育（DUAL INSTRUCTION RECEIVED） 

    操縦練習生が操縦教員又は操縦練習の監督を行う者と共に航空機に乗り組んで操   

縦教育を受けた飛行時間を記入すること。 

    技能証明を有していても操縦教育を受けた場合は同乗教育となる。 

 (16)  野外飛行（CROSS COUNTRY FLIGHT） 

    14又は 15項において野外飛行を実施した場合の飛行時間を記入すること。 

 (17)  夜間飛行（NIGHT FLIGHT） 

    14又は 15項において夜間飛行を実施した場合の飛行時間を記入すること。 

 (18)  フード（HOOD(AIRCRAFT HOODED)） 

    航空機に乗り組んで視野制限装置を使用して計器飛行の訓練をした飛行時間を記

入すること。 

 (19)  計器飛行（ACTUAL INSTRUMENT） 

    計器飛行方式（IFR）で飛行した時間のうち計器飛行を実施した時間を記入する   

こと。 

 (20)  模擬飛行装置（FLIGHT SIMULATOR） 

    国土交通大臣が国空乗第 91号（平成 14年３月 28日付）に基づいて認定した模擬

飛行装置で操縦の訓練を行った時間を記入すること。国土交通大臣の認定を受けて

いない模擬飛行装置で訓練を受けた場合で、その時間を記録する場合は( )を付して、

国土交通大臣の認定を受けた模擬飛行装置で訓練を受けた時間と区別すること。 

 (21)  飛行訓練装置（FLIGHT TRAINER） 

    国土交通大臣が国空乗第 91号（平成 14年３月 28日付）に基づいて認定した飛行

訓練装置で操縦の訓練を行った時間を記入すること。国土交通大臣の認定を受けて

いない飛行訓練装置で訓練を受けた場合で、その時間を記録する場合は( )を付して、

国土交通大臣の認定を受けた飛行訓練装置で訓練を受けた時間と区別すること。 

 (22)  操縦教員（AS FLIGHT INSTRUCTOR） 

    操縦教員として操縦教育を行った飛行時間及び空乗第 2085 号（昭和 60 年８月２

日付）「航空法第 34条第２項の操縦教育を行う操縦者の最近の飛行経験について」

に該当する時間を記入すること。 

    通達による場合はその内容を 29項の補足事項に記入すること。 

 (23)  航空機関士（FLIGHT ENGINEER） 

    航空機関士としての飛行時間又は航空機関士として訓練（OJT を含む）を受けた 

時の訓練生の飛行時間を記入すること。 

 (24)  その他の飛行時間（OTHER FLIGHT TIME OR MISCELLANEOUS） 

    以下の時間を記入すること。 

    (ア)  操縦者以外の乗組員（航空士、通信士等）としての飛行時間 

    (イ)  航空士として練習を行った時間 

    (ウ) 操縦席に着かずに国家試験、機長審査、技能審査等を実施した試験官、審査

官、操縦技能審査員、査察操縦士、査察担当操縦士、技能審査担当操縦士、技

能審査員又は指名技能審査員の飛行時間 

(エ) 技能証明を有する者が計器飛行訓練を行った場合において衝突防止の見張

りのために乗り組んだ有資格操縦士が当該業務を行った飛行時間 

 (25)、(26)  自由欄（SPACE COLUMN） 

    各自が自由に使用。国家試験受験資格又は最近の飛行経験を証明するために必要

な集計等に用いる。 

 (27)  機長、操縦教員の署名（PILOT IN COMMAND OR INSTRUCTOR'S SIGNATURE） 

    署名又は押印を行うこと。 

 (28)  教証番号（FLIGHT INSTRUCTOR'S CERTIFICATE NUMBER） 

    操縦教員から操縦教育を受けた場合、27 項の操縦教員の署名と共に操縦教育証明   

番号を記入すること。 

 (29)  補足事項（SUPPLEMENTARY NOTE） 

    ６、7、11、22、24、25 及び 26項の補足、説明事項等を記入すること。 

    国土交通大臣の認定を受けていない模擬飛行装置や飛行訓練装置で行った着陸回

数を記録する場合はこの欄に記入すること。 

 (30)  頁の記載について証明する署名欄 

    頁内について記載のとおり相違ない旨を前置きして、日本語で署名し捺印するこ

と。ただし、外国人でこれにより難い場合は母国語等でサインを行うこと。 

 

附 則 

  本要領は平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年 10 月 29 日） 

本要領は令和元年 10 月 29 日から施行する。 

 

 

備 考 

 ａ．当該航空機を操縦することができる有資格者同士で搭乗した場合、航空法第６５条  

第２項で定める航空機以外の航空機では機長として操縦した時間が機長時間となる。    

操縦しないときは記入しないこと。 

 ｂ．操縦士又は操縦訓練生が操縦席に着かずに行った航法練習の時間は飛行時間とはな  

らない。 

 

 

参 考 

  定 義 

 ○ 機長（Pilot-in-command） 

   飛行時間中、航空機の運航と安全に対して責任を有する操縦士 

 ○ 機長見習業務等（Pilot in command under supervision etc） 

   航空運送事業者等に所属し副操縦士としての業務を行う者に関して、運航規程等に

基づき機長の監督の下で行った機長見習業務若しくは機長代行業務（平成３年 12月 25

日付け空航第 1162号「定期航空運送事業者等における機長の飛行時間の管理要領」）

の飛行時間 

 ○ 単独飛行時間（Solo flight time） 

   操縦練習生が航空機の単独の占有者である間の飛行時間 

 ○ 副機長（Second in command） 

   国際運航において、巡航中に機長が操縦席を離れて休息をとる場合に、その交替要員

としての業務を行う者（平成 12 年１月 31 日付け空航第 78 号「運航規程審査要領細

則」）をいう。 

 ○ 副操縦士（Copilot） 

   機長以外の操縦者として航空法第 65条第２項の業務を行う者 

 ○ 同乗教育飛行時間（Dual instruction time） 

   操縦練習生が操縦教員又は操縦練習の監督を行う者と共に航空機に乗り組んで操縦

教育を受けた飛行時間 

 ○ 模擬飛行装置（Flight simulator） 

   航空機乗組員の訓練、試験、審査等に適する装置であって、特定の型式の航空機の操

縦室を模擬したものをいう。 
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 ○ 飛行訓練装置（Flight trainer） 

   計器飛行訓練に適する装置であって、航空機の操縦室に類似するもの。 

 ○ 航空機乗組員（Flight crew member） 

   飛行時間中、主として航空機運航の業務を課せられている技能証明等所有の乗組員 

 ○ 飛行時間（Flight time） 

   航空機が、離陸の目的をもって、自己の力によって最初に動き出す瞬間から、飛行終

了後に静止に至る瞬間までの総時間（プッシュバックを含む。） 

 注：ここに定義された飛行時間は、一般に使用されている区間時間（block to block）又

は車輪止め時間（chock to chock）と同義語であるが、これらは航空機が搭載地点を動き始

めた時刻から積卸し地点に停止するまでの時間として測定された時間である。 
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 ○ 飛行訓練装置（Flight trainer） 

   計器飛行訓練に適する装置であって、航空機の操縦室に類似するもの。 

 ○ 航空機乗組員（Flight crew member） 

   飛行時間中、主として航空機運航の業務を課せられている技能証明等所有の乗組員 

 ○ 飛行時間（Flight time） 

   航空機が、離陸の目的をもって、自己の力によって最初に動き出す瞬間から、飛行終

了後に静止に至る瞬間までの総時間（プッシュバックを含む。） 

 注：ここに定義された飛行時間は、一般に使用されている区間時間（block to block）又

は車輪止め時間（chock to chock）と同義語であるが、これらは航空機が搭載地点を動き始

めた時刻から積卸し地点に停止するまでの時間として測定された時間である。 
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